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はじめに 
 

昨今、ビジネス環境における IT（情報技術）の位置付けは、差別化戦略のための武器というより、

もはや基本的な読み書き能力、すなわち「情報リテラシー」として位置づけるべきものとなりつつあ

ります。そのような環境下において、“IT 人材”の育成はどのように考えたらよいのでしょうか。 

まず、IT の専門性を持った人材が、ビジネス側に IT を提供するといったステレオタイプなモデルは

通用しなくなってきており、それぞれが領域を踏み越えて、フレキシブルに対応していかない限りは、

世の中のスピードについていけなくなってきています。そこでは、一般的な IT 知識と最先端のビジネ

スイメージを兼ね備えた、いわゆる「IT 融合人材」が求められています。このような人材は各企業に

おいて定義すら定まっていない状況です。 

一方で、これまで通り高度な IT の専門性を持った IT エンジニアも必要です。しかし、そのような IT

エンジニアも、とりまく環境の変化が速いため、プログラマから始まる従来型の典型的なキャリアモ

デルや、先輩の背中を見せて育てるやり方が非効率であることは、すでに皆が気づいています。人材

育成の仕組みとしてはわかりやすくても、できあがりの人材のイメージとスピードが実際のビジネス

と結びつかないのです。 

そういった人材の育成を両面で進めていくためには、求められる多様性や柔軟性に対応するため、

「人材を定義し、その定義に沿って一人前に育ててからビジネスに活用する」という従来の方法では

なく、「業務プロセスを明確化し、必要に応じて改善、ミッションを達成しながらその過程で人を成長

させる」というように、人材育成の考え方を大きく転換する必要があります。 

これに対応した新しいスキル標準として、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）では 2014 年 7 月、

「i コンピテンシ ディクショナリ（試用版）を発表しました。IT 企業やユーザー企業の IT 部門など、

IT の業務に携わる多くの方々に活用いただき、ご評価をいただいておりました。さらに、この試用版

に対していただいた声やご意見をもとに項目の追加等を実施し、このたび、その活用システムととも

に「i コンピテンシ ディクショナリ」を正式に発表しました。 

この「i コンピテンシ ディクショナリ解説書」は、「i コンピテンシ ディクショナリ」が一日も早

く多くの皆様にご利用いただけるよう、特徴的な構造を説明し、利活用の方法を解説したものです。IT

スキル標準（ITSS）に代表されるこれまでのスキル標準は、構造の複雑さ故に、スキル標準に詳しい

使い手による活用に限られてきました。「i コンピテンシ ディクショナリ」は、タスクとスキルの 2 つ

のディクショナリ（辞書）のみ、という非常にシンプルな構造であるため、どのような企業規模でも、

また、一部の組織だけに適用する場合でも、その組織に必要な部分を取り出して、フレキシブルに利

用することができます。また、自社の状況を業務プロセスの視点で改善したい経営者の方、専任の人

材育成担当者を置けない企業の管理職の方、ビジネスの現場で IT の素養をチェックしたい現場のリー

ダーの方、さらにこれからの自社・自部門の IT に関わる業務の再構築と社員の成長を一緒に進めたい

と思っている方にもお使いいただけます。一方、すでに ITSS をはじめとするこれまでのスキル標準を

お使いいただいている方にとっては「i コンピテンシ ディクショナリ」を利用してのブラッシュアッ

プも可能となっておりますので、そういった方々も含めて、いますぐこの解説書をお手に取って「i コ

ンピテンシ ディクショナリ」を存分に活用していただきたいと願っております。 

 

最後になりましたが、「i コンピテンシ ディクショナリ」の前身の「共通キャリア・スキルフレーム
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ワーク（第一版・追補版）」、および「i コンピテンシ ディクショナリ」（試用版）を実際に活用してい

ただいた企業の皆様や、企業の活用を支援してくださった諸団体の皆様の応援なくしては、この「i コ

ンピテンシ ディクショナリ」の発表はありませんでした。この場をお借りして深く御礼申し上げます。 

 

 

2015 年 6 月 30 日 

独立行政法人情報処理推進機構(IPA) 

IT 人材育成本部 HRD イニシアティブセンター 

 i コンピテンシ ディクショナリ推進担当 遠藤修 
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1.  i コンピテンシ ディクショナリのねらい 

2012 年 3 月に公開された「共通キャリア・スキルフレームワーク（第一版・追補版）」（以下、CCSF

（追補版））は、IT プロフェッショナルの育成に取り組む企業が、それぞれのニーズや目的に合わせて

IT スキル標準（以下、ITSS）、情報システムユーザースキル標準（以下、UISS）および組込み技術者

スキル標準（以下、ETSS）（以下、3 つのスキル標準を総称してスキル標準と表記）を柔軟に組み合わ

せて活用できるようにタスク、人材、スキルを軸に整理・体系化したものである。これにより、スキ

ル標準ごとの構造の違いを意識せず、企業が自社に必要なタスク、スキルを参照して、「ビジネス目標

達成に貢献する人材の育成」を実現できるようになった。 

また、定義体系だけでなく活用ツールおよび活用ガイドもあわせて公開し、その普及促進に努めて

きた。 

 

近年、IT 関連企業のビジネスは、クラウドコンピューティングの普及と連動して、「受託開発から IT

サービス提供へのシフト」が加速されるなど、激しい変化が進んでいる。それに伴い、必要とされる

IT 人材にも新たな視点が求められ、IT 関連産業の将来を担う人材を明らかにすることが重要課題にな

っている。 

そのような状況から、将来を見据えた人材育成のための幅広いコンテンツを提供し、利活用する企

業があるべき姿を描き、人材育成の仕組みを構築できることを目標として、「 i コンピテンシ ディク

ショナリ」を策定した。 

さらに、IT 技術者個人（学生などを含む、以下 IT 技術者）に対しては、スキル向上における目標を

明らかにすることができるように、具体的なスキルやスキルと仕事の関係を明らかにした。また、各

種教育・研修サービス提供機関には、i コンピテンシ ディクショナリで定義されるスキルにもとづい

た教育を提供できるような仕組みを目指した。これらにより、教育内容とスキル向上が具体的に結び

つくことが可能になる。 

 

i コンピテンシ ディクショナリは、「タスクディクショナリ」と「スキルディクショナリ」の 2 大要

素で構成されており、これらは主要なプロセス体系、知識体系を参照すると共に、新たに生まれる IT

業務や技術にも柔軟に対応できる構造である。 

 

今後も、急速に変化する環境に柔軟に対応し、ビジネス・技術動向に先んじた変更を施すことを継

続していく。これにより、要員や情報の不足によって人材育成活動が滞っていた企業や組織の IT 人材

育成の取組みを活発にし、日本の産業競争力強化に資する人材の輩出を促すことが期待できる。 

 

  



 

  

Copyright © 2015 IPA All Rights Reserved. 

 

2.  i コンピテンシ ディクショナリの基本構造と特徴 

2.1  i コンピテンシ ディクショナリの考え方 

i コンピテンシ ディクショナリは、企業、組織および IT 技術者が、人材育成やスキル向上に関わる

施策を効率的に立案・推進し、成果を上げるための道具として使っていただくことを想定している。 

 

i コンピテンシ ディクショナリは、「タスクディクショナリ」と「スキルディクショナリ」で構成さ

れている。仕事やスキルを構造的に表現して、必要に応じて取捨選択することで、企業や組織のある

べき姿や人材育成のための施策を、根拠をもって効率的に推進することができる。 

業務遂行における各ディクショナリの働きと関係を図 2.1-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 業務遂行とディクショナリの働きの関係 

 

(1) タスクディクショナリの考え方 

企業や組織が、経営戦略や事業計画を基にした、あるべきタスクを定義するのは至難の業である。

しかし、あるべき姿を定義できなければ、どのような能力を持つ人材がどのくらい必要かを明らかに

できないばかりでなく、現状とのギャップも不明確となり、効果的な人材育成施策を立案・実施する

ことは難しい。 

i コンピテンシ ディクショナリでは、「タスクディクショナリ」を、人材育成の推進において重要な

位置づけと考えており、どのような企業・組織でも利活用が可能となるように広範囲で網羅的なタス

ク群を提供している。 

5
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タスクディクショナリを参照し、自社・自組織のビジネスモデル、経営戦略や事業計画、および現

状の業務に基づいて取捨選択することで、あるべき自社・自組織のタスク（以下、自タスク）を定め

ることができる。 

また、i コンピテンシ ディクショナリを使って経営戦略・事業計画に沿った自タスクを定義するこ

とにより、組織の最適化や人員の最適配置など、人材育成にとどまらない活用が可能となる。 

 

タスクディクショナリのコンテンツは、CCSF（追補版）の「タスクモデル」をベースに、次に示す

プロセス体系を参照して整理・統合し、広く利活用が可能なものになっていることが特徴である。 

 

 共通フレーム 2013（SLCP2013） 

国際標準化機構（ISO）によって策定されたソフトウェアライフサイクルプロセスの標準的なモ

デル。CCSF（追補版）のタスクモデルは、ITSS の「IT 投資の局面と活動領域」に相当するもの

として「共通フレーム 2007」を参照して作成されている。i コンピテンシ ディクショナリでは、

最新版である「共通フレーム 2013」を参照し、タスクディクショナリを作成した。 

 ITIL 2011 Edition 

IT サービスマネジメント、システム運用管理などに関連するタスクの参照情報。 

 COBIT 5 

IT ガバナンス（内部統制、コンプライアンスなど）に関連するタスクの参照情報。 

 【改訂版】組込みソフトウェア向け開発プロセスガイド（ESPR Ver.2.0） 

組込みソフトウェア開発に関連するタスクの参照情報。 

 CRISP-DM 

データサイエンス（集計・分析、データマイニングなどの企業内データの活用）に関連するタス

クの参照情報。 

 

タスクディクショナリの詳細は、「2.2 タスクディクショナリ」に記述する。 

 

 

(2) スキルディクショナリの考え方 

「スキルディクショナリ」は、i コンピテンシ ディクショナリで新たに設定したものである。スキ

ルディクショナリは、IT 技術者個人が、スキルディクショナリからスキル項目を選択して、現状把握

やスキル向上目標を設定するために利用することを想定している。さらに、タスクディクショナリと

の連係情報を利用して、そのスキルが、どのタスクの遂行に有効なのかを判断する使い方もできる。 

教育機関では、スキルのデータを実施する教育メニューと結びつけるなどの使い方が考えられる。 
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スキルディクショナリのコンテンツは、スキル標準や CCSF（追補版）の知識体系を始め、表 2.1-1

に示す様々な知識体系（BOK）を参考に、IT 関連業務の遂行に必要なスキル・知識を集約した幅広い

ものとなっていることが特徴である。 

 

表 2.1-1 主な参照知識体系 

名称 発行団体 

情報処理技術者試験 午前の出題範囲（知識体系）  情報処理推進機構（IPA）  

共通キャリア・スキルフレームワーク（第一版・追補版）（CCSF）

知識体系  
情報処理推進機構（IPA）  

IT スキル標準（ITSS）V3 2011  情報処理推進機構（IPA）  

IT スペシャリスト育成ハンドブック 2008 年度改訂版 情報処理推進機構（IPA）  

情報システムユーザースキル標準（UISS）Ver.2.2  情報処理推進機構（IPA）  

組込みスキル標準（ETSS）2008  情報処理推進機構（IPA）  

情報専門学科におけるカリキュラム標準（J07） 情報処理学会  

ビジネスアナリシス知識体系ガイド（BABOK）第 2.0 版  International Institute of Business Analysis （IIBA） 

要求工学知識体系（REBOK）第 1 版  情報サービス産業協会 （JISA） 

Strategy and Analysis Body Of Knowledge（SABOK）ver. 1.4  日本 IT ストラテジスト協会  

ソフトウェアエンジニアリング知識体系 -SWEBOK V3.0-  IEEE  

プロジェクトマネジメント知識体系ガイド（PMBOK）第 5 版 Project Management Institute （PMI） 

ITIL（Information Technology Infrastructure Library） 2011 Edition itSMF Japan 

ソフトウェア品質知識体系ガイド（SQuBOK）第 2 版 日本科学技術連盟 

データ管理知識体系ガイド（DMBOK）第 1 版  DAMA インターナショナル 

（ISC）2公式 CISSP CBK  （ISC）2 Japan 

情報セキュリティ知識分野（SecBoK） 日本ネットワークセキュリティ協会（JNSA） 

（CAIS）BOK Ver2.2 日本セキュリティ監査協会（JASA） 

（順不同） 

 

スキルディクショナリの詳細は、「2.3 スキルディクショナリ」で説明する。 
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2.2 タスクディクショナリ 

「タスクディクショナリ」は、企業や組織が経営戦略・事業計画に沿って自タスクを定めるために

利活用する。どのようなビジネス形態の企業であっても利活用できるよう、広範囲な企業活動を想定

した構成となっている。 

また、タスクディクショナリには、「タスクディクショナリ構成図」、および「タスクプロフィール」

が含まれており、自タスクを策定する際の参考情報として利用することを想定している。 

図 2.2-1 にタスクディクショナリを構成する各コンテンツの関係を示す。 

図 2.2-1 タスクディクショナリの構成 

 
(1) タスク一覧 

企業や組織などが IT 人材の育成を検討する際、企業戦略や事業計画に基づき、組織機能に必要なタ

スクをタスク一覧から取捨選択して人材の役割を定義するための自タスクを策定するために利用する

ことを想定している。 
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事業戦略策定ST01

事業戦略評価・改善EV05

事
業
継
続
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メ
ン
ト

M
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2

新
た
な
価
値
創
造
に
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る
新
規
製
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ビ
ス
開
発

※

CM
07

営
業
業
務

※

SP
01

総
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・
人
事
・
経
理

SP
02

その他業務

※印のタスクには、既存のタスク群では不足するタスクを、階層ごとに追加する形
でその差分を掲載しています。
全体を一覧したい場合は、それぞれの別冊をご参照ください。

タスク大分類 タスク中分類 タスク小分類 評価項目

事業戦略策定 事業環境の分析 経営方針の確認 自社の基本理念・ビジョン・方針を理解する

事業戦略策定 事業環境の分析 経営方針の確認 新たな事業計画を立案するにあたり、経営方針や経営陣の思いを確認、共有する

事業戦略策定 事業環境の分析 経営方針の確認 事業で達成すべき目標を定めるために、企業目標を把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 外部環境の分析 マクロ環境（自社を取り巻く産業や業界）の変化の要因を調査、把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 外部環境の分析 自社が所属する業界や自社製品・サービスの市場規模および今後の見通しを調査、把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 外部環境の分析 競合他社の市場シェア、収益性、動向を調査、把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 内部環境の分析 自社の組織体制、現状人員数、配置状況を把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 内部環境の分析 自社の収益性、安全性、生産性等の財務状況を把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 内部環境の分析 自社の製品やサービスの売上高、利益率、ライフサイクル上のポジションを把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 内部環境の分析 調達、生産、物流、サービス等の自社業務の一連の流れを把握する

事業戦略策定 事業環境の分析 内部環境の分析 事業管理のために必要な情報が自社内のどこに、誰によって、どのように管理されているか把握する

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定 事業環境分析の結果をもとに、自社の強み･弱み、市場の機会・脅威を整理し、分析する

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定
基本理念やビジョン等の自社の思いや自社が置かれている環境をもとに、企業として取り組む範囲（事業領
域）を設定する

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定 事業領域のイメージをより具体化し、ビッグピクチャーを描く

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定 分析の結果をもとに、成功のために重要な要因を設定し、事業に対する戦略指針を策定する

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定 ターゲットとする顧客（国内・国外、業種・業態、規模、企業形態等）を設定する

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定 事業戦略の具体的な項目を策定する

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定 事業戦略が競合他社に対して優位性があることを検証する

事業戦略策定 事業戦略の策定 基本構想の策定 分析結果と事業戦略の整合性を検証する

事業戦略策定 事業戦略の策定 アクションプランの策定 事業戦略指針に即した具体的なアクション（施策）を洗い出す

事業戦略策定 事業戦略の策定 アクションプランの策定 アクション（施策）の実施スケジュールを策定する

事業戦略策定 事業戦略の策定 アクションプランの策定 アクションプランの実現性や実効性を検証する
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シ
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製
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ャ
イ

ル

パ
ッ

ケ
ー

ジ
利

用

システム企画立案 システム化構想の立案 システム化構想基本方針の策定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化構想の立案 現行業務、システムの調査分析 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化構想の立案 新業務の全体像把握と評価指標の設定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化構想の立案 投資規模の策定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化構想の立案 システム化構想の成案化 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化構想の立案 システム化構想の支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定
システム化計画におけるプロジェクト
計画の策定

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 システム計画の基本要件の確認 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 対象業務の課題整理 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 現状システムの分析と対応方針の策定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 業務モデルの作成 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定
システム化機能の整理とシステム方式
の検討

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定
付帯機能、付帯設備に対する基本方針
の明確化

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定
サービスレベルと品質に対する基本方
針の明確化

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 プロジェクトの目標設定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 実現可能性の検討 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 全体開発スケジュールの作成 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 システム選定方針の策定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 費用とシステム投資効果の予測 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

システム企画立案 システム化計画の策定 システム化計画の成案化 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

タスク小分類タスク大分類 タスク中分類

ビジネスタイプ別 開発対象別 開発手法別
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タスクは大分類、中分類、小分類の 3 階層および評価項目からなり、次のタスク群で構成されてい

る。 

 

 IT を活用したビジネスのライフサイクル（戦略、企画、開発、利活用、評価・改善）の「計画・実

行」を担うタスク群 

 タスクを効率的、効果的に遂行するために「管理・統制」するタスク群 

 他のタスクの実施を「推進・支援」するタスク群 

 「営業」「総務」等、直接 IT には関連しないが、会社ベースで育成を検討する際に必要な「その他

 

 

タスクはタスクコードにより一意に識別することができる。また、タスク小分類ごとに、具体的な

実施内容（アクション）を例示した「評価項目」が設定されており、タスクの実行可不可を判断する

際の目安として活用することができる。 

 
表 2.2-1 タスク一覧（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務」に関するタスク群
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(2) タスクディクショナリ構成図 

タスクディクショナリ構成図には、ビジネスのライフサイクル（戦略、企画、開発、利活用、評価・

改善）と、「計画・実行」、「管理・統制」、「推進・支援」「その他業務」の 4 つのタスク群からなるタ

スクの構成が表されている。タスク大分類単位でタスクディクショナリの全体像を俯瞰することで、

自タスクの策定に利用することを想定している。 

 

図2.2-2 タスクディクショナリ構成図 

 
(3) タスクプロフィール 

「タスクプロフィール」は、自タスク策定のためにタスク一覧からタスクを取捨選択する際に、タ

スクの理解を助けるための参考情報として利用することができる。「タスクプロフィール一覧」（各タ

スクプロフィールの説明）と「タスクプロフィール×タスク対応表」の 2 種類のドキュメントで提供

される。 

次に示すように、対応するビジネス・業務、開発対象などのタスクの特徴・特性により分類されて

いる。 
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事業戦略把握・策定⽀援ST02

IT製品・サービス戦略策定ST03
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※印のタスクには、既存のタスク群では不足するタスクを、階層ごとに追加する形
でその差分を掲載しています。
全体を一覧したい場合は、それぞれの別冊をご参照ください。
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 ビジネスタイプ別 

自社向け情報システム開発・保守・運用、ソフトウェア製品開発、システム運用サービスなど、

組織の立場（ユーザ、ベンダ）や業態によって必要となるタスクセットの例示。 

 開発対象別 

アプリケーションシステム、基盤システム、組込みソフトウェアなど、開発、構築、保守、運用

の対象物の種類によって必要となるタスクセットの例示。 

 開発手法別 

ウォーターフォール、アジャイルなどの開発の手法や手段の種類によって必要となるタスクセッ

トの例示。 

 新ビジネス別 

クラウドビジネス、データサイエンス、情報セキュリティなどの新しいビジネスや業務を担う人

材に必要となるタスクセットの例示。 

 役割別 

自社・自組織の役割を定める際の参考情報として利用可能なタスクセットの例示。自社・自組織

のビジネス・業務を踏まえた上で、役割別タスクプロフィールを参考に、必要なタスクを取捨選

択することができる。 

 

ただし、タスクプロフィールは、IT プロフェッショナル育成の諸活動を通じて得られたケースに基

づき設定されており、企業・組織の個別の事情や特徴に配慮したものではない。利活用する際には、

タスクプロフィールだけで必要タスクを判断するのではなく、自らのビジネス形態、業務プロセスな

どを十分考慮して取捨選択する必要がある。 
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図 2.2-3 に、任意のタスクプロフィールを特定することにより、プロフィールに該当するタスクを識

別する例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-3 タスクプロフィールの利活用 
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タスクプロフィール
種別

タスクプロフィール
種別の説明

タスクプロフィール タスクプロフィールの説明

自社向け情報システム
開発・保守・運用

自社向けシステムの開発・保守・運用を担う部門
（IT/非IT企業の情報システム部門）に関連するタ
スク

システム受託開発
アプリケーションシステムおよび基盤システムの受
託開発を担う企業に関連するタスク

ソフトウェア製品開発
ソフトウェア製品の企画・開発・販売を担う企業に関
連するタスク

組込みソフトウェア開
発

組込みソフトウェアの開発を担う企業に関連するタ
スク

Webサイト構築・運用
顧客のWebサイトの構築および運用を担う企業に
関連するタスク

システム運用サービス
（運用業務受託）

顧客のシステム運用業務を受託して実施する企業
に関連するタスク

システム運用サービス
（データセンタ運営）

自社のデータセンタ施設を持ち、顧客のシステム運
用業務を受託して実施する企業に関連するタスク

ITコンサルティング
ITコンサルティング（戦略、企画）を担う企業に関連
するタスク

ビジネスタイプ別

組織の立場（ユー
ザ、ベンダ）や業態
によって必要なタ
スクを識別するも
の。

◎：必要なタスク
○：必要だが、他
部門やアウトソー
スへの委託等が可
能なタスク
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向

け
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シ
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テ
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・
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用
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ス
テ
ム
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託
開

発

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
製
品

開
発
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み

ソ
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ト
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ア
開

発

W
e
bサ

イ
ト
構

築
・
運
用

事業戦略把握・策定支援 要求（構想）の確認 経営要求の確認 ◎

事業戦略把握・策定支援 要求（構想）の確認
経営環境の調査・分析と課題の抽
出

◎

事業戦略把握・策定支援 新ビジネスモデルへの提言 業界動向の調査・分析 ◎

事業戦略把握・策定支援 新ビジネスモデルへの提言 ビジネスモデル策定への助言 ◎

事業戦略把握・策定支援 事業戦略の実現シナリオへの提言 実現可能性の確認 ◎

事業戦略把握・策定支援 事業戦略の実現シナリオへの提言
全社戦略の展開における活動・成
果指標の設定

◎

事業戦略把握・策定支援 事業戦略の実現シナリオへの提言 課題とリスクの洗い出し ◎

事業戦略把握・策定支援 事業戦略の実現シナリオへの提言 超概算予算の算出 ◎

IT製品・サービス戦略策定 市場動向の調査・分析・予測 市場機会の発見と選択 ○ ◎ ○ ○

IT製品・サービス戦略策定 市場動向の調査・分析・予測
ターゲット市場のビジネスチャンス
分析

○ ◎ ○ ○

IT製品・サービス戦略策定 ＩＴ製品・サービス戦略の策定 ビジネス機会の分析 ○ ◎ ○ ○

IT製品・サービス戦略策定 ＩＴ製品・サービス戦略の策定 新規製品・サービスの企画 ○ ◎ ○ ○

IT製品・サービス戦略策定 ＩＴ製品・サービス戦略の策定
既存製品・サービスのロードマップ
更新

○ ◎ ○ ○

IT戦略策定・実行推進 基本方針の策定 現状分析・環境分析 ◎

IT戦略策定・実行推進 基本方針の策定 IT基本方針の策定 ◎

タスク小分類タスク大分類 タスク中分類

ビジネスタイプ別

タスクプロフィール×タスク対応表

タスクプロフィール一覧

タスクプロフィールを特定

該当するタスクを識別

別する例を示す。
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2.3 スキルディクショナリ 

「スキルディクショナリ」は、スキルに着目して育成活動を進めることができるように、スキルデ

ィクショナリ単独で利活用できる構造になっている。情報処理技術者試験をはじめとする各種資格・

認定試験、および学校関係や教育事業者のカリキュラムと結びつけた利用を想定している。 

 

スキルディクショナリは、スキル標準、情報処理技術者試験の知識項目例や主要知識体系を参照元

とし、IT 関連業務の遂行に必要なスキル・知識項目を集約し一覧化している。 

 

 

2.3.1 スキルディクショナリの構成 

スキルディクショナリは、スキルの特性に基づき「メソドロジ」、「テクノロジ」、「関連知識」、「IT

ヒューマンスキル」の 4 つのカテゴリに分類されている。 

 

メソドロジ、テクノロジ、関連知識の 3 カテゴリは、スキル標準、CCSF（追補版）、その他主要知

識体系などを参照元とする知識項目を集約したものである。 

 

IT ヒューマンスキルは、企業・組織が IT に関するタスクを実行する際に必要となるヒューマンスキ

ルをビジネスの内容、組織風土や環境などに基づいて設定する際の参照モデルとして、次の資料を参

考にまとめたものである。 

 

 実践的講座構築ガイド～産学連携教育の自立的展開を進めるために（第 3 部評価基準編）（IPA 2013

年） 

 社会人基礎力（経済産業省 2006 年） 
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(1) メソドロジ 

メソドロジカテゴリは、IT ビジネス活動の様々な局面で発揮される手法、方法などで、発揮される

対象領域が広く、汎用性、応用性が高いスキルを集めたものである。 

 

表 2.3-1 メソドロジ（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

スキル項目
コード

スキルカテゴリ スキル分類 スキル項目
知識項目
コード

知識項目

S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K001 ニーズ＆ウォンツの把握
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K002 ニーズの分析と優先順位付け
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K003 マーケティング環境分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K004 マーケティング戦略の長所と短所
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K005 モデル（待ち行列モデル、販売反応モデル等）
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K006 ユーザニーズの把握
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K007 価格感受性
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K008 概念
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K009 環境要因の分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K010 技術的環境
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K011 競合の戦略の分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K012 経済環境
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K013 現状課題の調査と分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K014 顧客に対するポジショニング分析と設定
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K015 顧客要望
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K016 購買決定プロセスの理解
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K017 購買決定者
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K018 購買行動に影響を与える要因の理解（文化的要因、社会的要因、個人的要因、心理的要因）
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K019 購買行動の理解
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K020 購買人口
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K021 差別化の検討
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K022 最適化ルーチン（微分法、数理計画法、統計的決定理論、ゲーム理論等）
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K023 財務分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K024 参入障壁の分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K025 市場セグメントの選択
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K026 市場セグメントの評価
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K027 市場と市場セグメントの理解と設定
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K028 市場の機会と脅威の発見
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K029 市場規模
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K030 市場細分化（地理的変数、人口動態変動、心理的変数、行動上の変数等）
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K031 市場調査と市場需要の測定
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K032 自社の強み分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K033 自社内のポジショニング分析と設定
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K034 社会情勢
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K035 需要の弾力性
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K036 需要曲線の見積もり
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K037 人口動態環境
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K038 人的資源分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K039 政治
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K040 製品またはサービスのライフサイクル段階の分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K041 製品またはサービスの優位性分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K042 組織分析
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K043 弾力的需要
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K044 定量的方法論の適用と実践
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K045 統計的ツールの活用（重回帰、判別分析、因子分析、クラスター分析、コンジョイント分析、多次元尺度法）
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K046 非弾力的需要
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K047 分析ツールとモデルを活用した投資分野の選定
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K048 文化的環境
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K049 法的環境
S110010010 メソドロジ （戦略）　市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 K050 優先順位の選定
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(2) テクノロジ 

テクノロジカテゴリは、IT ビジネス活動の様々な局面で発揮される IT 関連技法などで、対象領域が

特定されるものが多いスキルを集めたものである。 

 

表 2.3-2 テクノロジ（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

スキル項目
コード

スキルカテゴリ スキル分類 スキル項目
知識項目
コード

知識項目

S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K001 ＡＰＩの使用
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K002 コンピュータ工学におけるソフトウェア工学の目的と役割
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K003 コンポーネントベース開発
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K004 ソフトウェアツールおよび環境
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K005 ソフトウェアの信頼性
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K006 ソフトウェアの進化
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K007 ソフトウェアプロジェクトにおけるテストと検証の重要
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K008 ソフトウェアプロジェクトの進展
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K009 ソフトウェアプロジェクト管理
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K010 ソフトウェアプロセス
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K011 ソフトウェアプロセス、要件、仕様、設計、テスト、検証、進化、プロジェクト管理などの重要なトピック領域
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K012 ソフトウェアライフサイクルなどの正式なソフトウェアプロセスの存在
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K013 ソフトウェア工学とコンピュータ工学
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K014 ソフトウェア工学に関連する補完的な教材
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K015 ソフトウェア工学のアプローチを使用するいくつかの例
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K016 ソフトウェア工学の領域への貢献や影響が認められる人物
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K017 ソフトウェア設計
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K018 ソフトウェア設計時における言語選択の重要性
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K019 ソフトウェア妥当性検査
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K020 ソフトウェア要求および仕様
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K021 形式手法
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K022 専用システムの開発
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K001 世界の標準化団体（ＩＥＥＥ、ＩＳＯ、ＩＴＵ）
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K002 標準化されたソフトウェアの実例
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K003 標準化のプロセス
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K004 標準化の必要性
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K001 ＧＵＩビルダ
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K002 ユニットテスティング（テストランナー）
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K003 開発環境
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K004 性能分析ツール（プロファイリング・ツール、プログラム・スラッシング・ツール）
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K001 形式構築法（ｆｏｒｍａｌｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎｍｅｔｈｏｄｓ）
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K002 検証を考えた構築
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K003 言語的構築法
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K004 構築における標準
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K005 構築における標準（外部標準の利用、内部標準の利用）
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K006 再利用
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K007 視覚的構築法
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K008 複雑さの減少
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K009 複雑さの最小化
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K010 変更の予測
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K001 イベントに対する制御と処理
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K002 インタフェースと実現の分離
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K003 エラーおよび例外処理、フォールト・トレランス
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K004 カプセル化
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K005 カプセル化／情報隠ぺい
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K006 コンポーネントの分散化
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K007 セキュリティ
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K008 データの永続化
S210010050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア設計の基礎知識 K009 階層化
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(3) 関連知識 

関連知識のカテゴリは、IT ビジネス活動の様々な局面で活用される、メソドロジ、テクノロジ以外

の関連業務知識を集めたものである。 

 

表 2.3-3 関連知識（抜粋） 

 

 

 

 
 

  

スキル項目
コード

スキルカテゴリ スキル分類 スキル項目
知識項目
コード

知識項目

S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K001 インダストリビジネス動向
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K002 インダストリビジネス動向、技術動向、競合状況の把握
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K003 インダストリ共通アプリケーションに関する知識の活用
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K004 インダストリ固有アプリケーションに関する知識の活用
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K005 インダストリ固有業務内容の把握と活用
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K006 インダストリ別ビジネス慣行の把握と活用
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K007 インダストリ別事業環境の把握と活用
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K008 インダストリ用語、関連法規の把握と活用
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K009 関連法規の把握と活用
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K010 技術動向
S310010010 関連知識 ビジネスインダストリ インダストリ知識 K011 競合状況の把握
S310010020 関連知識 ビジネスインダストリ エンジニアリングシステム K001 ＣＡＥ
S310010020 関連知識 ビジネスインダストリ エンジニアリングシステム K002 ＭＲＰ
S310010020 関連知識 ビジネスインダストリ エンジニアリングシステム K003 ＰＤＭ
S310010020 関連知識 ビジネスインダストリ エンジニアリングシステム K004 エンジニアリングシステムの意義と目的
S310010020 関連知識 ビジネスインダストリ エンジニアリングシステム K005 生産管理システム
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K001 ＰＯＳシステム
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K002 Ｗｅｂ会議システム
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K003 ＸＢＲＬ
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K004 スマートグリッド
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K005 ユビキタスコンピューティング
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K006 医療情報システム
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K007 金融情報システム
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K008 公共情報システム
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K009 電子政府
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K010 物流情報システム
S310010030 関連知識 ビジネスインダストリ ビジネスシステム K011 流通情報システム
S310010040 関連知識 ビジネスインダストリ 産業機器 K001 医療機器
S310010040 関連知識 ビジネスインダストリ 産業機器 K002 運輸機器／建設機器
S310010040 関連知識 ビジネスインダストリ 産業機器 K003 工業制御／ＦＡ機器／産業機器
S310010040 関連知識 ビジネスインダストリ 産業機器 K004 設備機器
S310010040 関連知識 ビジネスインダストリ 産業機器 K005 通信設備機器
S310010040 関連知識 ビジネスインダストリ 産業機器 K006 分析機器・計測機器
S310010050 関連知識 ビジネスインダストリ 民生機器 K001 ＡＶ機器
S310010050 関連知識 ビジネスインダストリ 民生機器 K002 コンピュータ周辺／ＯＡ機器
S310010050 関連知識 ビジネスインダストリ 民生機器 K003 家電機器
S310010050 関連知識 ビジネスインダストリ 民生機器 K004 教育・娯楽機器
S310010050 関連知識 ビジネスインダストリ 民生機器 K005 業務用端末機器
S310010050 関連知識 ビジネスインダストリ 民生機器 K006 個人用情報機器（携帯電話、スマートフォン、タブレット端末ほか）
S310010050 関連知識 ビジネスインダストリ 民生機器 K007 民生用通信端末機器
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K001 ＡＢＣ（ＡｃｔｉｖｉｔｙＢａｓｅｄＣｏｓｔｉｎｇ）
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K002 ＡＢＭ（ＡｃｔｉｖｉｔｙＢａｓｅｄＭａｎａｇｅｍｅｎｔ）
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K003 ＢＣＰ
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K004 ＣＳＲ
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K005 ＩＲ
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K006 ＰＤＣＡ
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K007 ＴＱＭ
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K008 アーンド・バリュー・マネージメント
S310020010 関連知識 企業活動 経営・組織論 K009 キャッシュフロー経営
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 (4) IT ヒューマンスキル 

IT ヒューマンスキルは、IT ビジネス活動の様々な局面で頻繁に発揮される基本スキルカテゴリであ

る。3 分類、12 スキル項目で構成され、「メソドロジ、テクノロジ、関連知識」と同様にタスクの遂行

において発揮されるスキルカテゴリとして定義されている。（図 2.3-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-1 IT ヒューマンスキル概念図 
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仮説設定⼒問題分析⼒問題発⾒⼒

情報の獲得や更なる情報の要求や内容の確認、他者へ情報提供
他者に影響を与えたり協働への引導する⼒

状況を認知して問題を発⾒し、⾒極め、解決案を策定する
「価値の創造・問題解決」を着実に遂⾏する⼒

実⾏・実践⼒

コミュニケーション⼒

創造⼒

俯瞰⼒ 深耕⼒

効果を上げるために、実⾏・実践環境
や状況を適切に捉える⼒

効果的継続の実⾏と新しい取り組み
や新領域へ挑戦する⼒

⾰新⼒ 継続⼒

相⼿の考えを理解する⼒

共感を呼ぶ⼒

⾃分の考えを伝える⼒

複雑な状況や問題に対して、論理的思考により
概念の形成、判断の構築、命題設定を⾏う⼒

概念化⼒論理思考⼒
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図 2.3-2 は、これら 4 つのスキルカテゴリ及びスキル分類を、IT 固有性の高低と利用対象領域の広

狭の 2 軸で表したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-2 スキルディクショナリ構成図 
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高低
広

狭 企業固有スキル （ビジネス・関連業務）

テクノロジ

メソドロジ

ITヒューマンスキル

関連知識

ビ
ジ
ネ
ス
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
／
企
業
活
動
／
法
規
・
基
準
・
標
準

創造⼒／実⾏・実践⼒／コミュニケーション⼒

・情報処理技術者試験
午前の出題範囲
（知識体系） (IPA)

・CCSF BOK (IPA)

・ITSS V3 2011 (IPA)

・ITS (IPA)

・UISS Ver.2.2 (IPA)

・ETSS 2008 (IPA)

・J07（情報処理学会）

・BABOK 第2.0版 (IIBA)

・REBOK 第1版 (JISA)

・SABOK 第1.4版 (JISTA)

・SWEBOK V3.0 (IEEE/ACM)

・PMBOK 第5版 (PMI)

・ITIL 2011 Edition
(itSMF Japan)

・SQuBOK 第2版
（日科技連）

・DMBOK 第1版 (DAMA)

・JGISP® ((ISC)2®ジャパン)

・SecBok (JNSA)

・(CAIS)BOK Ver2.2 (JASA)

IT固有性

利
用
対
象
領
域

保守・運用
ITサービスマネジメント業務管理技術
ITサービスオペレーション技術
システム保守・運用・評価
障害修理技術
施工実務技術
ファシリティ設計技術
サポートセンター基盤技術

開発
システムアーキテクティング技術
システム開発管理技術

非機能要件
非機能要件（可用性、性能・拡張性）
セキュリティ技術（基礎、構築、利用）

組込み・計測・制御
組込み技術（基礎、構築、利用）
ディジタル技術
ヒューマンインターフェース技術
マルチメディア技術
グラフィック技術
計測・制御技術

共通技術
IT基礎
ナレッジマネジメント技術

システム（基礎、構築、利用）

Webシステム技術
プラットフォーム 技術
ネットワーク 技術

ソフトウエア技術
データベース技術
ハードウェア技術

戦略

企画
システム企画⽴案手法
セールス事務管理手法

実装

利活用

アーキテクチャ設計手法
ソフトウェアエンジニアリング手法
カスタマーサービス手法
業務パッケージ活用手法

データマイニング手法
⾒積り手法
プロジェクトマネジメント手法

要求分析手法
非機能要件設計手法

サービスマネジメント
サービスの設計・移⾏

サービスマネジメントプロセス
サービスの運用

支援活動
品質マネジメント手法
リスクマネジメント手法
ITガバナンス

資産管理手法
ファシリティマネジメント手法
事業継続計画

システム監査手法
標準化・再利用手法
人材育成・教育・研修

市場機会の評価と選定
マーケティング
製品・サービス戦略
販売戦略
製品・サービス開発戦略
システム戦略⽴案手法
コンサルティング手法
業務動向把握手法

参照元
名称（発⾏団体）

情報セキュリティ
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2.3.2 職種一覧 

職種一覧は、従来のスキル標準や CCSF（追補版）で定義されている職種・専門分野、人材像、人

材モデルを、スキルディクショナリのスキルと組み合わせ、職種として定義し一覧にしたものである。

個人が目標とする IT 技術者の目標を定め、それに必要なスキルを特定する場合などの参考情報として

利用することを想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-3 職種を構成するスキルセット例 
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スキルカテゴリ スキル分類 スキル項目 知識項目

スキルディクショナリ

ITサービス
マネジメント

職種

※ 職種を構成するスキルセットは他の職種と重なる場合がある。
また、例示された職種のいずれにも該当しないスキル項目がある。

情報リスク
マネジメント

ITアーキテクト
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3.  i コンピテンシ ディクショナリの利活用の形態 

 

i コンピテンシ ディクショナリは、次の 3 種類の活用形態を利用対象者別に想定している。 

 

 企業・組織での利活用 

 個人での利活用 

 学校等教育機関での利活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1  i コンピテンシ ディクショナリの利活用形態 
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タスクディクショナリ
企業のタスク一覧

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

顧客の事業戦
略把握

要求（構想）の確
認

…

…
IT製品・サービ
ス戦略策定

市場動向の調
査・分析・予測

…

…
ＩＴ製品・サービス
戦略の策定

…

…

…

活用

企業・組織での利活用
（ITベンダー、ユーザ企業）

スキルディクショナリ
教育プログラム

IT資格・試験

スキル分類 スキル項目

資格試験

○
○
技
術
者

試
験

△
△
技
術
者

試
験

□
□
技
術
者

試
験

(システム）ソフトウェアの
基礎技術

ソフトウェア構築の基礎
知識

◎

プログラミング ◎

オープンソフトウェア ◎

(システム）ソフトウェアの
構築技術

システム開発のアプ
ローチ

○

IT技術者のスキル一覧
スキル
分類 スキル項目 知識項目

(システム）
ソフトウェア
の基礎技術

ソフトウェア構築
の基礎知識 …
ソフトウェア設計
の基礎知識 …

プログラミング …

(システム）
ソフトウェア
の構築技術

システム開発の
概念と方法論 …
システム開発の
アプローチ …

連係

連係

学校等教育機関での利活用

個⼈での利活用
（IT技術者、学生）

活用

連係

コース
分類

コース名 概要 関連知識項目

ソフト
ウェア
基礎技術

ソフトウェア
基礎

システム開発に携わる
上での基礎知識を習得。
また、開発工程…

形式構築法(formal 
construction 
methods)、…

プログラミン
グ⼊門

プログラムを作成する
にあたり必要な基本文
法（変数、配列、…

WindowsとUnixオペ
レーティングシステム、
アルゴリズムの…

オープンソー
スソフトウェ
ア⼊門

Linux上でApache、
MySQL、PHPを利用し、
…

LAMP／LAPP、OSSの
種類と特徴、OSSの利
用・活用と考慮点…

ソフト
ウェア
構築技術

システム開発
の基礎

集中処理方式、クライ
アントサーバ処理方式、
Webシステム…

エンドユーザ開発のシ
ステム、オブジェクト
指向開発技術、…

事業戦略把握・策定⽀援ST02

IT製品・サービス戦略策定ST03

IT戦略策定・実⾏推進PL01

システム企画⽴案PL02

システム要件定義・方式設計DV01

運用設計DV02

移⾏設計DV03

アプリケーションシステム開発DV05

基盤システム構築DV04

ソフトウェア製品開発DV06

組込みソフトウェア開発DV07

Webサイト開発DV08

システムテストDV09

移⾏・導⼊DV10

ソフトウェア保守DV11

ハードウェア・ソフトウェア製品導⼊DV12

ファシリティ設計・構築DV13

サービスデスクUS01

IT運用コントロールUS02

システム運用管理US03

Webサイト運用管理US04

ファシリティ運用管理US05

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

DV
14

サ
ー
ビ
ス

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

US
06

システム評価・改善EV01

IT戦略評価・改善EV02

IT製品・サービス戦略評価・改善EV03

事業戦略評価⽀援・改善⽀援EV04

資産管理・評価EV06

ラ
イ
ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

M
C

0
1

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

M
C

0
3

品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

M
C

0
4
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3.1  i コンピテンシ ディクショナリの企業・組織での利活用例 

企業や組織は、経営戦略や事業計画を基に、将来を踏まえて求められる活動内容、およびそれに必

要な実行能力を明らかにした上で、現状との差異から育成計画や人員計画を立て、PDCA を回すこと

が必要である。 

 

企業・組織での利活用の目的の例を次に列挙する。 

 組織力強化のための利活用 

- 組織の持つべき機能・役割の可視化、および組織設計 

- 役割分担、最適配置の明確化 

- 業務機能の把握と生産性や業務品質の向上を目的とした人材育成策の検討 等 

 企業・組織戦略実現に向けた効果的な投資の実施 

- 優先順位の明確化、投資効果の把握 等 

 プロジェクト要員の割り当ての効率化 

 企業・組織目標と現状にあった人材育成計画の立案 

- IT 人材の現状、強化すべきポイントの把握 

- 育成計画の検討 

- 適切な教育プログラムの選択 等 

 キャリアパスの明確化 

- 目標とするキャリアを実現のためのスキル開発の明確化 

- キャリアチェンジを図る際の参照モデルとして利用 等 

 

これらの実現のためには、経営戦略や事業計画を基に自タスクを定義し、それらを役割として組み

立てていく活用方法が有効である。 
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本節では、i コンピテンシ ディクショナリを活用して、企業や組織が IT 人材育成の PDCA を実行す

る仕組みの構築プロセスを示す。図 3.1-1 の利活用プロセスは、こうした方法で取り組んだ多くの企

業・組織の成果を踏まえてまとめている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 IT 人材育成の仕組みの利活用プロセス 

 
3.1.1 要件分析 

要件分析のプロセスでは、自社の経営戦略や事業計画などに基づき、ビジネス目標の達成に必要な

組織や人材に関する要件をまとめていく。 

一般的に、経営戦略や事業計画に関する資料では、組織や人材の要件が明確に記述されていないこ

とが多い。しかし、必要な組織機能や人材に求められる要件を明らかにしておかないと、自社・自組

織に合ったあるべき姿を定義することはできない。 

そのために、戦略や計画を読み取り、将来を見据えビジネス観点で企業・組織の必要とする組織機

能や人材に関する要件をまとめる必要がある。 

たとえば、新規案件を次々と獲得する営業戦略を立てるのと、既存顧客を主体として改善の提案か

ら新規プロジェクトを起こしていくのとでは、組織機能や必要なスキルなどが異なることになる。 

 

この要件分析のアウトプットになるのが「自社・自組織要件定義」（以下、要件定義）で、企業・組

織の自タスクや人材のあるべき姿の要件を定義したものである。これは、利活用プロセス全般にわた

っての羅針盤的な位置づけになる。あるべき姿なしに課題の解決はできない。また、要件定義は、必

ずしも最初に取り掛かる必要はないが、導入プロセスの中の早い段階で実施する必要がある。 

具体的な作業を次に示す。 

 

① 組織、人材に関する要件の洗い出し 

経営戦略、事業計画、および経営層へのインタビューなどの情報からキーワードを抜き出し、組織

機能や必要な人材に関する要件を洗い出す。 
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② 要件の階層化 

洗い出した要件を、目的から手段にブレークダウンするトップダウンの手法、手段から目的を洗い

出すボトムアップの手法を併用して、目的と手段で構造化された要件定義のロジックツリーを作成す

る。（図 3.1-2） 

また、作成した要件定義は、企業・組織目標と自タスクを確認しながら、次のポイントで討議を進

める。 

 

 各要素が分かりやすいか、粒度は揃っているか 

 要素の並びは適切か、不足感はないか 

 書かれている内容がスムースに頭に入るか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-2 要件定義 

 

こうしてまとめた要件定義は、企業戦略や事業計画を担うためのあるべき姿や、その必要性を表し

たものとなる。 

 

 
3.1.2 タスク分析 

タスク分析のプロセスでは、企業・組織がビジネス目標を達成するために、どのような組織機能が

必要になるかを具体化する。ここでは現状の業務プロセスなどを無視するわけではなく、その延長線

上にあるべき姿を求めることになる。そのために、タスク一覧からタスクの取捨選択を施して将来あ

るべき自タスクを仮設定する。何もないところから必要なタスクを明らかにすることは困難だが、i コ

経営計画、事業計画
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地方拠点リーダーの昇格による地域に密着した事業推進
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ンピテンシ ディクショナリのタスク一覧を使えば効率よく進めることができる。 

具体的な作業を次に示す。 

 

① タスクディクショナリの理解 

タスクディクショナリ構成図、タスクプロフィールを利用して、タスク一覧（2.2 (1) 参照）が示す

業務範囲や、各タスクの業務内容を理解する。 

 
  

② 組織機能検証 

この作業のポイントは、タスク一覧を基に将来を踏まえた自社・自組織のビジネスや業務を明らか

にする点にある。「3.1.1 要件定義」で明らかにした要件定義に沿って、現在実施されているタスク（As 

Is タスク）だけではなく、将来を見据えたタスク（To Be タスク）も含めて、各組織（事業部、部、課

など）単位に検証する。（図 3.1-3） 

また、検証の際に、必要なタスクであるにもかかわらず、タスク一覧に存在しないものがあれば、

追加することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-3 組織機能検証 
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理

部

人
材

開
発

室

事業戦略把握・策定支援 要求（構想）の確認 ○
事業戦略把握・策定支援 新ビジネスモデルへの提言 △
事業戦略把握・策定支援 事業戦略の実現シナリオへの提言 △
IT製品・サービス戦略策定 市場動向の調査・分析・予測 ▲
IT製品・サービス戦略策定 IT製品・サービス戦略の策定 ▲
IT戦略策定・実行推進 基本方針の策定 ○
IT戦略策定・実行推進 IT化計画の策定 ○
システム企画立案 システム化構想の立案 ○ ○ △
システム企画立案 システム化計画の策定 ○ ○ △
システム企画立案 業務・システム要件定義 ○ ○ △
システム企画立案 ITサービス要件定義 ○ ○ △
システム企画立案 情報セキュリティ要件定義 ○ ○ △
システム要件定義・方式設計 システム化要件定義 ○ ○ △
システム要件定義・方式設計 システム方式設計 ○ ○ △
システム要件定義・方式設計 開発準備 ○ ○ △
運用設計 システム運用設計 ○ ○ △
運用設計 ITサービス設計 ○ ○ △
運用設計 Webサイト運用設計 ○ ○ △
移行設計 移行設計 ○ ○ △
基盤システム構築 基盤システム設計（共通） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（プラットフォーム） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（データベース） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（ネットワーク） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（システム管理） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（情報セキュリティ） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（プラットフォーム） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（データベース） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（ネットワーク） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（システム管理） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（情報セキュリティ） □ □ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア要件定義 ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア方式設計 ○ ○
アプリケーションシステム開発 開発環境構築 ○ ○
アプリケーションシステム開発 アプリケーション共通基盤設計・構築 ○ ○
アプリケーションシステム開発 業務プロセス設計 ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア詳細設計 ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェアコード作成・単体テスト ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア結合テスト ○ ○
システムテスト システムテスト計画策定 ○ ○ ○
システムテスト システムテスト実施 ○ ○ ○
移行・導入 移行 ○ ○ ○
移行・導入 受入れテスト ○ ○ ○
移行・導入 運用テスト ○ ○ ○
移行・導入 導入 ○ ○ ○
ソフトウェア保守 保守の方針と計画の策定 ○ ○ ○
ソフトウェア保守 問題の調査と分析 ○ ○ ○

○：現状、十分に実施されている

△：現状、実施されているが十分ではない

▲：現状、実施されていない（早急な対応が必要）
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③ 自タスクの仮設定 

②の組織機能検証では、各組織単位（事業部、部、課など）に、現在および将来必要とするタスク

の洗い出しと実施状況の把握を行った。ここでは、その結果を精査し、要件定義を踏まえて、自社・

自組織全体として不要なタスクは削除し、不足しているタスクは追加し、実施されていないタスクの

解決策（誰がいつから実施するか、など）を議論して、自タスクを仮設定する。（図 3.1-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-4 自タスクの仮設定 
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事業戦略把握・策定支援 要求（構想）の確認 ○
事業戦略把握・策定支援 新ビジネスモデルへの提言 △
事業戦略把握・策定支援 事業戦略の実現シナリオへの提言 △
IT製品・サービス戦略策定 市場動向の調査・分析・予測 ▲
IT製品・サービス戦略策定 IT製品・サービス戦略の策定 ▲
IT戦略策定・実行推進 基本方針の策定 ○
IT戦略策定・実行推進 IT化計画の策定 ○
システム企画立案 システム化構想の立案 ○ ○ △
システム企画立案 システム化計画の策定 ○ ○ △
システム企画立案 業務・システム要件定義 ○ ○ △
システム企画立案 ITサービス要件定義 ○ ○ △
システム企画立案 情報セキュリティ要件定義 ○ ○ △
システム要件定義・方式設計 システム化要件定義 ○ ○ △
システム要件定義・方式設計 システム方式設計 ○ ○ △
システム要件定義・方式設計 開発準備 ○ ○ △
運用設計 システム運用設計 ○ ○ △
運用設計 ITサービス設計 ○ ○ △
運用設計 Webサイト運用設計 ○ ○ △
移行設計 移行設計 ○ ○ △
基盤システム構築 基盤システム設計（共通） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（プラットフォーム） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（データベース） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（ネットワーク） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（システム管理） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム設計（情報セキュリティ） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（プラットフォーム） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（データベース） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（ネットワーク） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（システム管理） □ □ ○
基盤システム構築 基盤システム構築・テスト（情報セキュリティ） □ □ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア要件定義 ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア方式設計 ○ ○
アプリケーションシステム開発 開発環境構築 ○ ○
アプリケーションシステム開発 アプリケーション共通基盤設計・構築 ○ ○
アプリケーションシステム開発 業務プロセス設計 ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア詳細設計 ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェアコード作成・単体テスト ○ ○
アプリケーションシステム開発 ソフトウェア結合テスト ○ ○
システムテスト システムテスト計画策定 ○ ○ ○
システムテスト システムテスト実施 ○ ○ ○
移行・導入 移行 ○ ○ ○
移行・導入 受入れテスト ○ ○ ○
移行・導入 運用テスト ○ ○ ○
移行・導入 導入 ○ ○ ○
ソフトウェア保守 保守の方針と計画の策定 ○ ○ ○
ソフトウェア保守 問題の調査と分析 ○ ○ ○

○：現状、十分に実施されている

△：現状、実施されているが十分ではない

▲：現状、実施されていない（早急な対応が必要）
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3.1.3 自タスク・役割定義 

自タスク・役割定義のプロセスでは、「3.1.2 タスク分析」で仮設定した自タスクをさらにブラッシ

ュアップしていく。 

例えば 3 ヶ年経営計画を見据えた場合、3 年後の目標達成で必要となるタスクを前提に、抜け漏れが

ないかを検討・定義し、自タスクを確定していく。 

並行して、自タスクを基に役割定義を行う。役割の検討を通じて自タスクを見直し、精度を向上さ

せた上で、自タスク、役割共に確定する。 

次に具体的な作業を示す。 

 

① 役割分担表の作成 

タスクを遂行するための複数の役割を定め、各々のタスク分担を定義した分担表を作成する。（図

3.1.-5） 

この時、例示されている役割別タスクプロフィール（2.2 (3) 参照）を参考にすることができる。た

だし、自タスクとタスクプロフィールで例示されているタスクの差異について十分に注意し確認する

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-5 自タスクと役割の設定 

 
  

② 自タスク定義・役割定義の精度向上 

分担表を評価・検証することによって自タスクの過不足を抽出し改善する。過不足を検討する中で、

タスクの粒度にも着目し精度向上を図る。タスクの過不足を補った上で、各役割の妥当性を再評価す

る。この作業を繰り返すことで精度の高い自タスク、役割を策定することができる。 
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3.1.4 評価項目、判定基準の策定 

自タスクとして定義した各タスクの遂行力を測るための評価項目やその判定基準を設定する。 

次に具体的な作業を示す。 
 

(1) 評価項目と診断基準の設定 

① 評価項目の設定 

タスク一覧には、各タスク小分類の遂行状況を把握するための評価項目が例示されている。この評

価項目を業務内容、規定などに応じて変更したり独自の項目を追加したりして、自社・自組織の評価

項目を設定する。（図 3.1-6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-6 評価項目の設定 

 

  

タスク大分類 タスク中分類 タスク小分類 評価項目

ユーザが抱える問題点やニーズを ユーザ業務の視点で把握す
 るヒアリングして管理表にまとめる

ユーザニーズと現行システムとの関連やギャップの仮説を立て
る

提示されたシステム化計画からシステム化の対象となる業務
とシステムを特定する

現行システムをシステム利用状況、HW構成、SW構成、データ
構成、運用管理等の視点で分析する

システム化要件を明らかにするために、対象範囲と連携する他
機能・システムの把握すべき項目を設定し調査する

システム化要件を明らかにするために、対象範囲の把握すべ
き項目を設定し調査する

システム化で利用する予定の技術や製品について調査し、機
能、制約、リスクを把握する

機能に関する要求をシステムとして実現するための機能要件 と
 して具体化するを具体化し、要件定義書に記載する

可用性、性能・拡張性、運用・保守性、移行性等の非機能要件
を具体化し、システム化要件定義書に記載する

機能要件に対する実装方式案を 提示するシステム化要件定義
書に記載する

機能要件を実現するための費用を算出 するし、システム化要
件定義書に記載する

機能要件に関する制約事項を抽出 するし、システム化要件定
義書に記載する

システム化要件定義書がシステム化計画として定めた内容を
満たしていることについて関係者の同意を得る

システム要件定義・方式
設計

システム化要件
定義

 システム化の対象と目的の決
定

要求事項の調査と分析

システム化要件の定義

業務内容、規定、
用語などに応じて
変更

必要に応じて評価
項目を追加

② 診断基準の設定 

評価項目の設定後、タスクを診断する基準を定める。表 3.1-1 は診断基準例である。各組織で自由に

設定してよい。 
 

表 3.1-1 タスク評価の診断基準例 

診断レベル 診断基準  

L0 知識、経験なし  

L1 トレーニングを受けた程度の知識あり  

L2 サポートがあれば実施できる、またはその経験あり  

L3 独力で実施できる、またはその経験あり  

L4 他者を指導できる、またはその経験あり 
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(2) タスク別レベル判定基準の設定 

ここでは、タスク別レベル判定を行うための基準を設定する。タスク小分類のレベル診断結果を集

計して各階層タスクのレベル判定を行うことで、IT 技術者個人のタスク遂行力や、それらを集計した

組織単位のタスク遂行力を把握するためである。 

 

① タスク小分類のレベル判定基準の設定 

タスク小分類のレベル診断は、各評価項目を参考として、「表 3.1-1 タスク評価の診断基準例」に

示す診断基準に照らし合わせて診断を行う。または、各評価項目に対してレベル診断を行い、その

集計結果と自社・自組織で定める「タスク小分類のレベル判定基準」からレベルを判定する。 

図 3.1-7 の例では、タスク小分類別に設定された評価項目のレベル診断結果（L0～4）の平均を求

め、設定したタスク小分類のレベル判定基準に基づいて判定している。 

 

図 3.1-7 タスク別レベル判定の例（タスク小分類） 

② タスク大・中分類別のレベル判定基準の設定 

タスク小分類のレベル診断結果から、タスク大分類・中分類別レベル判定を行うための基準の設定

を行う。タスク小分類の判定結果をタスク大分類、タスク中分類ごとに集計すれば、組織のタスク遂

行力を可視化することができるからである。図 3.1-8 の例では、タスク小分類レベルの判定結果と設定

したレベル判定基準から、タスク大分類・中分類のレベルを判定している。 

 

 

図 3.1-8 タスク別レベル判定の例（タスク大・中分類） 
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市場動
向の調
査・分
析・予測

…

… レベル3

2.3… レベル2

… レベル2

…

… レベル3

3.3… レベル3

… レベル4
ＩＴ製品・
サービス
戦略の
策定

…
… レベル4

4.0
… レベル4

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

評価項目 評価結果 平均

事業戦
略策定

要求（構
想）の確
認 …

… レベル0

0.67… レベル1

… レベル1

…

… レベル3

2.7… レベル3

… レベル2
T製品・
サービ
ス戦略
策定

市場動
向の調
査・分
析・予測

…

… レベル3

2.3… レベル2

… レベル2

…

… レベル3

3.3… レベル3

… レベル4
ＩＴ製品・
サービス
戦略の
策定

…
… レベル4

4.0
… レベル4

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

評価項目 評価結果 平均

顧客の
事業戦
略策定

要求（構
想）の確
認 …

… L0

0.67… L1

… L1

…

… L3

2.7… L3

… L2
T製品・
サービ
ス戦略
策定

市場動
向の調
査・分
析・予測

…

… L3

2.3… L2

… L2

…

… L3

3.3… L3

… L4
ＩＴ製品・
サービス
戦略の
策定

…
… L4

4.0
… L4

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

顧客の事業
戦略把握

要求（構想）
の確認 … ●

… ●
IT製品・
サービス戦
略策定

市場動向の
調査・分析・
予測

… ●

… ●
ＩＴ製品・
サービス戦
略の策定

… ●

… ●

… ●

個人のタスク小分類別のレベル判定結果

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

顧客の事業
戦略把握

要求（構想）
の確認 … ●

… ●
IT製品・
サービス戦
略策定

市場動向の
調査・分析・
予測

… ●

… ●
ＩＴ製品・
サービス戦
略の策定

… ●

… ●

… ●

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

顧客の事業
戦略把握

要求（構想）
の確認 … ●

… ●
IT製品・
サービス戦
略策定

市場動向の
調査・分析・
予測

… ●

… ●
ＩＴ製品・
サービス戦
略の策定

… ●

… ●

… ●
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(3) 役割別レベル判定基準の設定 

① 役割のレベル設定 

人材育成や成長の指標のひとつとなる役割のレベルを設定する。各レベルに期待される行動、業務

への取組み、成果、後進の指導・育成などを定義し、レベルを判定するための基準である。 

図 3.1-9 は、自社・自組織の役割のレベルを 6 段階としたときの、レベル設定の例である。 

 

 

 

図 3.1-9 自社・自組織の役割のレベル設定の例 

 
② 役割別レベル判定基準の設定 

①で設定したレベルを踏まえ、「(2) タスク別レベル判定基準の設定」と同様に、評価項目の診断結

果を集計して役割別にレベル判定を行うための基準を設定する。 

 

図 3.1-10 は、役割ごとにレベル 1 からレベル 6 までを判定している例である。この例では、設定し

たレベル判定基準に基づいて、役割ごとに求められるタスク小分類の判定結果を集計し、レベルを判

定している。 

タスク別レベル判定と同様に、個人の判定結果を集計することで、組織のタスク遂行力を可視化す

ることができる。 
  

ハイレベルミドルレベル

レベル6レベル5レベル4レベル3レベル2レベル1

＜アソシエイツ＞
全てのタスクで上
位者の指示が必要

＜サブリーダ－＞
基本的な業務につ
いては独⼒で実施

可能

＜リーダー＞
主要事項は独⼒で
実⾏し、下位のサ
ポートもできる

＜アシスタント
マネージャ・
エキスパート＞
難易度の⾼い業務
もこなせ、リー
ダーとして指導、
誘導できる

＜課責任者・
部門代表＞

担当領域について
社内で認知され、
希少な存在

＜部責任者・
会社代表＞

会社を代表するエ
キスパート

指示・指導
の度合

全て上位者の
指示が必要

適宜上位者の
指導が必要

⼀定の難易度は
独⼒で可能

課題の
解決

指導・教育の推進指導・教育
の可否

業務遂⾏に関する
教育指導の中核

⾼度な事柄も
独⼒で可能

重要課題を発⾒し
⾼度な分析と

対策を⽴案できる

部門横断の
課題発⾒、
対策⽴案と
調整ができる

指導者を教育できる

組織的
取り組み

チームを
リードできる

部門の目標設定・遂⾏、組織⼒強化、
パフォーマンスに責任を持つ

下位の教育・指導
が可能

担当プロセスの
課題を分析して
改善提案できる

担当業務の
改善が図れる

全社視点で
変革課題の抽出、
戦略⽴案ができる

担当業務の
継承が可能

部門の運営を
サポート

エントリーレベル
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図 3.1-10 役割別レベル判定の例 

 
3.1.5 試行と確定 

試行と確定のプロセスでは、設定した自タスクと評価項目、役割、評価項目の診断基準、レベル判

定基準を検証する。 

次に具体的な作業を示す。 

 

① タスク診断の実施 

対象の IT 技術者によるタスク診断を実施する。実施結果を集計して、あらかじめ定めたレベル判定

基準を使い、タスク別、役割別レベルを判定する。 

 

② 自タスク、役割の改善 

①のレベル判定結果を分析することで、自タスクの不足、役割定義の不整合などを検出し、必要な

見直しを実施する。タスク別、役割別のレベル判定結果での不整合の検出と見直しの例を表 3.1-2 に示

す。 

 

 

 

 

個人の評価項目別の自己診断結果

役割別
レベル判定基準
平均0.5以上→レベル１
平均1.5以上→レベル２
平均2.5以上→レベル３
平均3.5以上→レベル４

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

評価項目 評価結果 平均

事業戦
略策定

要求（構
想）の確
認 …

… レベル0

0.67… レベル1

… レベル1

…

… レベル3

2.7… レベル3

… レベル2
T製品・
サービ
ス戦略
策定

市場動
向の調
査・分
析・予測

…

… レベル3

2.3… レベル2

… レベル2

…

… レベル3

3.3… レベル3

… レベル4
ＩＴ製品・
サービス
戦略の
策定

…
… レベル4

4.0
… レベル4

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

評価項目 評価結果 平均

事業戦
略策定

要求（構
想）の確
認 …

… レベル0

0.67… レベル1

… レベル1

…

… レベル3

2.7… レベル3

… レベル2
T製品・
サービ
ス戦略
策定

市場動
向の調
査・分
析・予測

…

… レベル3

2.3… レベル2

… レベル2

…

… レベル3

3.3… レベル3

… レベル4
ＩＴ製品・
サービス
戦略の
策定

…
… レベル4

4.0
… レベル4

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

評価項目 評価結果 平均

顧客の
事業戦
略策定

要求（構
想）の確
認 …

… L0

0.67… L1

… L1

…

… L3

2.7… L3

… L2
T製品・
サービ
ス戦略
策定

市場動
向の調
査・分
析・予測

…

… L3

2.3… L2

… L2

…

… L3

3.3… L3

… L4
ＩＴ製品・
サービス
戦略の
策定

…
… L4

4.0
… L4

個人の役割別のレベル判定結果

集計

自社・自組織の役割定義

タスク
大分類

タスク
中分類

タスク
小分類

シ
ス
テ
ム

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

シ
ス
テ
ム
基

盤
構

築

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

開
発

セ
ー
ル

ス
＆

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

顧客の事業
戦略把握

要求（構想）
の確認

… ○

… ○

IT製品・サー
ビス戦略策定

市場動向の
調査・分析・
予測

… ◎

… ◎

ＩＴ製品・サー
ビス戦略の策
定

… ◎

… ◎

… ◎

役割 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5 レベル6

システム
コンサルティング 1 1 0 1 4 1

システム
基盤構築 2 1 4 1 2 1

アプリケーション
開発 1 2 2 1 2 3

セールス＆
マーケティング 1 8 6 4 1 2

組織の役割別のレベル判定結果

※セルの数字は判定された人数

役割 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5 レベル6

システム
コンサルティング ●

システム
基盤構築

アプリケーション
開発 ●

セールス＆
マーケティング

役割 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5 レベル6

システム
コンサルティング ●

システム
基盤構築

アプリケーション
開発 ●

セールス＆
マーケティング

役割 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5 レベル6

システム
コンサルティング ●

システム
基盤構築

アプリケーション
開発 ●

セールス＆
マーケティング
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表 3.1-2 レベル判定結果に基づく課題検出、分析と見直しの例 

 課題検出 分析と見直し 

例 1 基盤構築を主に遂行する部門の役割「基盤構

築」の判定レベルが総じて低い結果となった。

各 IT技術者のタスク別レベル判定結果を見る

と、特定タスクの判定結果が低い傾向が見ら

れた。 

当該部門の業務内容から、この特定タスクは

担当タスクではなく、役割「基盤構築」とし

て含むのは不適当と判断し、除外した。 

例 2 組織全体で、あるタスクの判定レベルが突出

して低い傾向が見られ、その中でも特定の評

価項目の診断結果が低かった。 

評価を実行した IT技術者の何人かに確認する

と、評価項目を異なる意味で理解し、回答し

ていたことがわかった。社内規定・用語に照

らし合わせて、評価項目を正しく理解できる

表現に改めた。 
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3.2  i コンピテンシ ディクショナリの個人での利活用例 

i コンピテンシ ディクショナリを個人（学生などを含む IT 技術者）が利活用する際の目的の例を次

に示す。 

 

 IT 関連スキルの把握 

 自らが保有するスキル（領域）と熟達度の把握 

 各スキルの活用場面の理解、就業を希望する仕事に必要なスキルの把握 

 目標とするスキル、その習得手段、到達確認の手段（資格、試験など）の明確化 等 

 

これらの目的を実現するために、CCSF（追補版）の対象領域の拡張やスキルディクショナリを新設

したことで、個人による利活用の範囲が広がった。 

 

スキルディクショナリはタスクディクショナリと連係した利用も可能だが、単独での利活用ができ

るように設計されており、スキルに着目した IT 人材育成や自己研鑽を図ることができる。 

また、スキルディクショナリとタスクディクショナリとの連係を応用して、「保有しているスキルや

向上しようとしているスキルが、どういった種類のタスクの遂行力を高めることにつながるか」を類

推する素材として利用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-1 個人の利活用プロセス 

  

スキル
ディクショナリ

の把握
対象スキル
の特定

スキル保有状況
の把握

把握結果から対象
スキルを⾒直す

スキルアップの取り組み、成果を踏まえて対象スキルを⾒直す

スキルアップの
取り組み

個人の具体的な利活用プロセスを示す（図 3.2-1）。 
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① スキルディクショナリの理解 

スキルディクショナリ（2.3.1 参照）の全体観を理解する。スキルディクショナリの利活用促進を図

るため、職種一覧が提供されている。職種一覧は、スキル標準や CCSF（追補版）で定義されている

職種・専門分野などの各定義を、スキルディクショナリのスキル項目の組合せとして定めたスキルセ

ットの例示である。この職種を介してスキルディクショナリの内容を把握することができる。（表3.2-1） 

 

表 3.2-1 職種一覧（職種×スキル対応表）（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ

セ
ー

ル
ス

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト

IT
ア

ー
キ

テ
ク

ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

IT
ス

ペ
シ

ャ
リ

ス
ト

- - - - - プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

HI-
010-

HI-
020-

HI-
030-

HI-
040-

HI-
050-

HI-
060-

S110010010 メソドロジ （戦略）市場機会の評価と選定 ビジネス環境分析手法 ◎ ◎ ◎
S110010020 メソドロジ （戦略）市場機会の評価と選定 ビジネス戦略と目標・評価 ◎ ◎ ◎
S110010030 メソドロジ （戦略）市場機会の評価と選定 業界動向把握の手法 ◎ ◎
S110010040 メソドロジ （戦略）市場機会の評価と選定 経営管理システム ◎ ◎ ◎
S110010050 メソドロジ （戦略）市場機会の評価と選定 経営戦略手法 ◎ ◎ ◎
S110010060 メソドロジ （戦略）市場機会の評価と選定 最新技術動向把握の手法 ◎ ◎
S110010070 メソドロジ （戦略）市場機会の評価と選定 市場調査手法

S110020010 メソドロジ （戦略）マーケティング ブランド・製品戦略手法 ◎
S110020020 メソドロジ （戦略）マーケティング マーケットコミュニケーション戦略手法 ◎
S110020030 メソドロジ （戦略）マーケティング マーケティングマネジメント手法 ◎
S110020040 メソドロジ （戦略）マーケティング マーケティング分析手法 ◎
S110030010 メソドロジ （戦略）製品・サービス戦略 製品戦略手法 ◎ ◎
S110030020 メソドロジ （戦略）製品・サービス戦略 サービス戦略手法 ◎ ◎
S110030030 メソドロジ （戦略）製品・サービス戦略 ITSM戦略手法 ◎ ◎
S110030040 メソドロジ （戦略）製品・サービス戦略 データセンタ戦略手法 ◎ ◎
S110040010 メソドロジ （戦略）販売戦略 B2Bマーケティング戦略手法 ◎ ◎
S110040020 メソドロジ （戦略）販売戦略 販売実行戦略手法 ◎
S110040030 メソドロジ （戦略）販売戦略 販売チャネル戦略手法 ◎
S110050010 メソドロジ （戦略）製品・サービス開発戦略 顧客環境分析手法 ◎ ◎ ◎
S110050020 メソドロジ （戦略）製品・サービス開発戦略 製品開発戦略手法 ◎ ◎
S110050030 メソドロジ （戦略）製品・サービス開発戦略 技術開発計画 ◎ ◎
S110050040 メソドロジ （戦略）製品・サービス開発戦略 技術開発戦略の立案 ◎ ◎
S110060010 メソドロジ （戦略）システム戦略立案手法 システム化戦略手法 ◎ ◎ ◎
S110060020 メソドロジ （戦略）システム戦略立案手法 システム活用促進・評価 ◎ ◎ ◎
S110060030 メソドロジ （戦略）システム戦略立案手法 ソリューションビジネス ◎ ◎ ◎
S110060040 メソドロジ （戦略）システム戦略立案手法 業務プロセス ◎ ◎ ◎
S110060050 メソドロジ （戦略）システム戦略立案手法 現行システムの調査・分析手法 ◎ ◎ ◎
S110060060 メソドロジ （戦略）システム戦略立案手法 事業戦略の把握・分析の手法 ◎ ◎ ◎
S110060070 メソドロジ （戦略）システム戦略立案手法 情報システム戦略 ◎ ◎ ◎

ITSS

スキル項目
コード

スキル
カテゴリ

スキル分類 スキル項目

表記説明

各職種の定義（「職種一覧」 参照）に基づいて、特に必要なスキル項目に◎を記入
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② 対象スキルの特定 

スキルディクショナリから、保有状況を把握したいスキル、研鑽したいスキルなど、関心のある知

識項目を特定する。 

 

次に特定の例を示す。 

 

 現在、学校や教育機関で学んでいるスキルを特定する例 

スキルディクショナリは、多くの教育機関がカリキュラム作成の際に活用している「情報専門学

科におけるカリキュラム標準」などを参照元として構築されている。（表 2.1-1 参照） 

カリキュラムとスキル項目および関連知識項目とを突き合わせることで、該当スキルを特定する

ことができる。 

 目標とする IT 技術者に必要なスキルを特定する例 

目標とする IT 技術者に該当するものを職種一覧から選択し、該当する職種・専門分野の定義から

必要なスキルを特定する。 

 業務（タスク）に関連するスキルを特定する例 

就業希望の業務など、特定業務をタスク一覧（2.2 (1) 参照）から選択した上で、連係するスキル

を特定する。 

 取得を目指す資格からスキルを特定する例 

情報処理技術者試験の各試験区分が対象とするスキルを特定する。 
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③ スキル習得度合いの把握 

②で特定した各スキルについて、習得度合いを、表 3.2-2 で示す７段階のスキル熟達度判定基準を使

用して測定する。 

レベル 1 から４までは、テクノロジ、メソドロジ、関連知識の内容に準じて異なる基準となる。ス

キル熟達度レベル４が、該当スキルの業務遂行上の最大習得レベルとなる。 

レベル５からレベル７は、スキカテゴリを横断した基準を定義づけている。レベル５以上は、該当

スキルの保有レベルで判断するのではなく、プロフェッショナルとしての社会的な貢献度によって判

断するように定義している。 

なお、IT ヒューマンスキルはタスクと密接に関係し、タスクの遂行状況に応じて発揮される度合い

が異なることから、直接的な診断が困難なため対象外とする。 

スキルの保有状況を把握した結果を職種単位に参照することで、該当職種に必要なスキルの保有状況を把握することができ

る。 

 

表 3.2-2 スキル熟達度判定基準 

レベル 7 業界をリードし市場への影響力があるレベルにある  

レベル 6 業界に貢献し認知されるレベルにある  

レベル 5 所属団体・組織内で貢献し認知されるレベルにある  

レベル 4 

非機能要件を考慮して最適化
できる、最適解が出せる／定石
外しができる／高度情報処理

試験に合格するレベル   

最適な手法を使いこなす／最適
な手法を選択できる／手法を状
況に応じて自在に駆使できる 

関与する業種・業務の上級管理
者に対しあるべき姿について議

論できる 

レベル 3 

機能要件が作成できる／自立
してある限定条件で仕事がで

きる 

課題に応じて手法の使い分けが
できる／現場にて手法を活用し

結論を導いた事がある  

関与する業種・業務の IT 領域の
課題点に対し解決策を提案した

事がある  

レベル 2 
指示があると使える、活用でき

る／実装経験がある  
当該手法で分析できる／メソド

ロジを指導下で使える  
関与する業種・業務の IT 領域の

課題点を知っている 

レベル 1 

技術内容について講義などを
受講し知っている／知識があ

る  

手法内容について講義などを受
講し知っている／どんなものか
知っている、言える／テキストで

知っている  

関与する業種・業務がどんなも
のか知っている、言える／有報
などの公開情報で知っている 

スキル 

カテゴリ 
テクノロジ メソドロジ 関連知識 

 

 

④ スキル向上の取組み 

対象スキルの診断結果を踏まえて向上を図るスキル項目を選定し、その具体的な活動の計画を立案

し、実施する。今後、IT 教育ベンダーや各種認定試験の実施団体から、教育プログラムや各種認定試

験・資格とスキルディクショナリのスキルとの関連情報が提供される予定である。こうした情報を活

用して、スキル向上のための教育カリキュラムの利用、関連する資格の取得、試験の合格などの目標

設定と計画の具体化を図る。 

このような取組みの成果を踏まえて「②対象スキルの特定」に立ち戻り、スキル向上の PDCA を回

すことが望ましい。 
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3.3  i コンピテンシ ディクショナリの学校等教育機関での利活用例 

企業・組織は自タスクを定義し、その遂行力を高めるための取組みの 1 つとして、タスクに関連す

るスキルの強化を図り、個人は目標に応じてスキル向上を図る。 

教育機関は、スキルディクショナリを使って、教育プログラム、資格・試験を提供することで、企

業・組織および個人の双方にスキル向上の機会を提供することを想定している。 

 

(1) スキルディクショナリを基にした教育プログラムの企画・提供 

学校等教育機関は、スキルディクショナリの各スキルと各教育機関が提供する教育プログラムを連

係させれば、企業・組織および個人に対しスキル向上に有効な手段を提供することが可能になる。 

企業・組織や個人から見れば、スキルディクショナリと教育プログラムが連係していることで、よ

り適切な教育プログラムを選定する手段が増えることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-1 スキルディクショナリを仲介とした企業・組織、個人と教育プログラムの関係 
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ソフト
ウェア
基礎技術

ソフトウェア
基礎

システム開発に携わる
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また、開発工程…

形式構築法(formal 
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プログラミン
グ入門
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スソフトウェ
ア入門

Linux上でApache、
MySQL、PHPを利⽤し、
…

LAMP／LAPP、OSSの
種類と特徴、OSSの利
⽤・活⽤と考慮点…

ソフト
ウェア
構築技術

システム開発
の基礎

集中処理⽅式、クライ
アントサーバ処理⽅式、
Webシステム…

エンドユーザ開発のシ
ステム、オブジェクト
指向開発技術、…

スキル項目
コード

スキル
カテゴリ

スキル分類 スキル項目
知識項目
コード

知識項目

S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K001 ＡＰＩの使用
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K002 コンピュータ工学におけるソフトウェア工学の目的と役割
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K003 コンポーネントベース開発
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K004 ソフトウェアツールおよび環境
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K005 ソフトウェアの信頼性
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K006 ソフトウェアの進化
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K007 ソフトウェアプロジェクトにおけるテストと検証の重要
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K008 ソフトウェアプロジェクトの進展
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K009 ソフトウェアプロジェクト管理
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K010 ソフトウェアプロセス

S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K011 ソフトウェアプロセス、要件、仕様、設計、テスト、検証、進化、プロジェクト管理
などの重要なトピック領域

S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K012 ソフトウェアライフサイクルなどの正式なソフトウェアプロセスの存在
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K013 ソフトウェア工学とコンピュータ工学
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K014 ソフトウェア工学に関連する補完的な教材
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K015 ソフトウェア工学のアプローチを使用するいくつかの例
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K016 ソフトウェア工学の領域への貢献や影響が認められる人物
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K017 ソフトウェア設計
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K018 ソフトウェア設計時における言語選択の重要性
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K019 ソフトウェア妥当性検査
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K020 ソフトウェア要求および仕様
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K021 形式手法
S210010010 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア工学 K022 専用システムの開発
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K001 世界の標準化団体（ＩＥＥＥ、ＩＳＯ、ＩＴＵ）
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K002 標準化されたソフトウェアの実例
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K003 標準化のプロセス
S210010020 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアの標準化 K004 標準化の必要性
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K001 ＧＵＩビルダ
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K002 ユニットテスティング（テストランナー）
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K003 開発環境
S210010030 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェアエンジニアリングツール・開発技術 K004 性能分析ツール（プロファイリング・ツール、プログラム・スラッシング・ツール）
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K001 形式構築法（ｆｏｒｍａｌｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎｍｅｔｈｏｄｓ）
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K002 検証を考えた構築
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K003 言語的構築法
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K004 構築における標準
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K005 構築における標準（外部標準の利用、内部標準の利用）
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K006 再利用
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K007 視覚的構築法
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K008 複雑さの減少
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K009 複雑さの最小化
S210010040 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの基礎技術 ソフトウェア構築の基礎知識 K010 変更の予測
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(2) 教育プログラムの評価 

各教育機関は、教育プログラムの提供前と提供後の IT 技術者の保有スキルを測定することで、教育

プログラムの評価と改善につなげることができる。 

また、教育プログラムの修了、または認定試験の合格などにより、スキルディクショナリの各スキ

ル項目の保有レベルを推定する情報を提供することができるので、教育プログラムの利用者のスキル

向上の取組みに有用となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-2 教育プログラムの評価 
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評価が可能
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4.  今後の方針 

時代の変化を見据え IT 人材の育成策を戦略的に推進するために、次の取組みを通じて、i コンピテ

ンシ ディクショナリの継続的な改善を目指す。 

 

 タスクディクショナリとスキルディクショナリの充実 

IT 動向、ビジネス環境の変化に応じて、タスクディクショナリが定める領域の拡張と内容の充実

を図る。 

また、スキルディクショナリが参照元とする知識体系などの改訂や新たな知識体系の公開への対

応、その他 IT 関連諸団体との協働により、スキルディクショナリの内容の充実を図る。 

 活用事例の共有 

活用事例を集約し、利活用の例示、テンプレートの公開など利活用の支援コンテンツの充実を図

る。 

 教育機関の育成プログラム、資格・認定試験との連係 

企業や組織、IT 技術者が、育成プログラムや資格・認定試験に有効活用できるように、各教育機

関の取組みを支援する。 
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補足 1 CCSF（追補版）利用者による i コンピテンシ ディクショナリの利活用方法 

補足 1.1 CCSF（追補版）からの変更点 

i コンピテンシ ディクショナリは、CCSF（追補版）を包含し、今後考えられる利用形態の広がり

に対応できる構造に改められた。主要コンテンツ作成の考え方と変更点を示す。（図 補足 1-1） 

 

 

 

図 補足 1-1 CCSF（追補版）からの主な変更内容 

 

(1) タスクディクショナリ 

タスクディクショナリは、CCSF（追補版）の「タスクモデル」をベースに、主要プロセス定義を参

照することで、タスクの追加、統合などの再構成を行った。 

また、CCSF（追補版）では「スキルモデル」として、タスク小分類の遂行に必要なスキルが定義さ

れていた。これは、タスクの遂行状況を把握するための「評価項目」としてタスクディクショナリの

第 4 階層に統合した。 

タスク一覧

スキル一覧

役割
例⽰データ

例⽰データ

タスクモデル
（機能定義一覧）

スキルモデル
（スキル定義一覧）

人材モデル
（役割分担の例⽰）

知識体系
（BOK）

情報処理技術者試験

人材類型
（レベル定義）

タスクディクショナリ

スキルディクショナリ

拡充

拡充

職種

（※）「情報処理技術者試験の出題範囲」2013 年4 月改訂版に対応

対応（※）対応（※）

【CCSF（追補版）】 【iコンピテンシ ディクショナリ】

プロセス体系
・SLCP2013
・COBIT5
・ITIL 2011 Edition

etc.

知識体系
・PMBOK
・BABOK
・SQuBOK
・J07 etc.
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(2) スキルディクショナリ 

CCSF（追補版）知識体系やスキル標準を始め、公開されている様々な知識体系（BOK）を参考に、

IT 関連業務の遂行に活用されるスキル・知識項目を集約したものがスキルディクショナリである。 

 

 

(3) 各ディクショナリを使った例示 

CCSF（追補版）では、スキル標準の職種・専門分野、人材像などの役割を、タスクモデルを使って

定めた「人材モデル」が提供されていた。 

i コンピテンシ ディクショナリでは、「人材モデル」の各定義内容を参考にして、役割別タスクプロ

フィールや、スキルディクショナリを使った職種一覧が例示されている。用途に応じてこれらの例示

を参考にすることができる。 
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補足 1.2 利活用の方法 

i コンピテンシ ディクショナリへの改訂にあたり、次の業務領域・分野を中心にタスクディクショ

ナリ（CCSF（追補版）のタスクモデル）の対象範囲が拡充されており、必要に応じて自タスクに取り

入れることができる。 

 

 Web サイトの開発・運用 

 組込みソフトウェアの開発 

 データサイエンス 

 プログラムマネジメント（IT 戦略実行マネジメント） 

 品質マネジメント 

 IT ガバナンス（内部統制状況のモニタリング） 

 

また、タスクディクショナリとスキルディクショナリを関連づけて利用することにより、タスクを

遂行する際に関連するスキルを抽出し、スキル向上目標や研修などの育成活動に役立てることができ

る。 

 

CCSF（追補版）のタスクモデルを活用して自タスクを策定している企業や組織などが、これらのメ

リットを享受するために、i コンピテンシ ディクショナリを利活用する手順は次の通りである。 
 

① タスクディクショナリ全体像の把握 

CCSF（追補版）のタスクモデルと i コンピテンシ ディクショナリのタスク一覧を比較し、差異を

把握する。タスクディクショナリ構成図を使えば容易に確認することができる。 

 

 

図 補足 1-2 タスクディクショナリ全体像の把握 

事業戦略把握・策定⽀援ST02

IT製品・サービス戦略策定ST03

IT戦略策定・実⾏推進PL01

システム企画⽴案PL02
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※印のタスクには、既存のタスク群では不足するタスクを、階層ごとに追加する形
でその差分を掲載しています。
全体を一覧したい場合は、それぞれの別冊をご参照ください。

タスクフレームワーク

CCSF（追補版）との対応表

CCSF
タスク
コード

大分類 中分類 小分類
タスク
大分類
コード

タスク大分類
タスク
中分類
コード

タスク中分類
タスク
小分類
コード

タスク小分類

- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.1 システム適格性確認テスト計画の作成
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.2 システムテストの準備
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.3 システム適格性確認テストの実施と評価
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.9 安全性テスト DV07.9.1 安全性テストの準備
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.9 安全性テスト DV07.9.2 安全性テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.1 機能要件と非機能要件の定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.2 Webコンテンツの要件定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.3 Webサイトの要件定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.4 プロトタイプの作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.1 ソフトウェアコンポーネントの方式設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.2 論理データベース設計（論理データモデルの作成）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.3 コード設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.4 データサービスを活用した設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.1 開発環境構築計画の立案
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.2 開発環境の構築と維持
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.1 ソフトウェアコンポーネント設計（機能分割・構造化）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.2 入出力詳細設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.3 データサービスの活用
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.1 プログラム構造設計（モジュール分割・モジュール設計）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.2 単体テスト仕様作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.3 プログラミング
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.4 単体テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.1 結合テスト仕様作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.2 ソフトウェア結合
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.3 結合テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.1 システム適格性確認テスト計画の作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.2 システム適格性確認テストの準備
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.3 システム適格性確認テストの実施と評価
- - - - DV14 プロジェクトマネジメント DV14.5 プロジェクト個別の品質マネジメント DV14.5.2 テストのマネジメント
- - - - DV14 プロジェクトマネジメント DV14.5 プロジェクト個別の品質マネジメント DV14.5.3 品質分析・評価のマネジメント
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.1 利用者向けサービス運用管理 US04.1.1 キャンペーン管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.1 利用者向けサービス運用管理 US04.1.2 メール配信管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.1 Webコンテンツの運用管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.2 Webコンテンツの制作と更新
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.3 Webマーケティング施策の支援
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.4 Webコンテンツ技術サポート
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.5 携帯・スマートフォンサイトの運用
- - - - EV01 システム評価・改善 EV01.3 Webサイトの評価 EV01.3.1 Webサイトの評価
- - - - EV02 IT戦略評価・改善 EV02.1 IT戦略の評価 EV02.1.1 事業部門のIT化計画の評価
- - - - EV03 IT製品・サービス戦略評価・改善 EV03.1 IT製品・サービス戦略の評価 EV03.1.1 販売実績に基づく評価
- - - - EV03 IT製品・サービス戦略評価・改善 EV03.1 IT製品・サービス戦略の評価 EV03.1.2 調査・分析に基づく評価
- - - - EV05 事業戦略評価・改善 EV05.1 事業戦略の評価 EV05.1.1 事業計画のモニタリング
- - - - EV05 事業戦略評価・改善 EV05.1 事業戦略の評価 EV05.1.2 事業戦略評価報告の作成
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.1 品質管理のコントロール MC04.1. 品質マネジメントシステムの運用
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.1 品質管理のコントロール MC04.1. 品質の測定、モニタリングおよび改善
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.2 組織全体の品質マネジメント MC04.2. 検査のマネジメント
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② 対象タスクの絞り込み 

i コンピテンシ ディクショナリの公開資料である「CCSF（追補版）との対応」を使い、作成済み

の自タスクに相当する i コンピテンシ ディクショナリのタスクを特定する。（図 補足 1-3） 

また、i コンピテンシ ディクショナリで新たに追加されたタスクが自社・自組織のビジネスや業務

で必要なものであれば、追加候補とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 補足 1-3 対象タスクの絞り込み 

 

③ 追加タスクと評価項目の反映 

追加候補としたタスクを自タスクに反映する。 

また、追加したタスクおよび自タスクに紐付く i コンピテンシ ディクショナリの評価項目を参照し、

必要に応じて自タスクに反映する。（図 補足 1-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 補足 1-4 差分の反映 

（追加候補のタスク）

CCSF（追補版）との対応表

CCSF
タスク
コード

大分類 中分類 小分類
タスク
大分類
コード

タスク大分類
タスク
中分類
コード

タスク中分類
タスク
小分類
コード

タスク小分類

- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.1 システム適格性確認テスト計画の作成
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.2 システムテストの準備
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.3 システム適格性確認テストの実施と評価
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.9 安全性テスト DV07.9.1 安全性テストの準備
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.9 安全性テスト DV07.9.2 安全性テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.1 機能要件と非機能要件の定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.2 Webコンテンツの要件定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.3 Webサイトの要件定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.4 プロトタイプの作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.1 ソフトウェアコンポーネントの方式設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.2 論理データベース設計（論理データモデルの作成）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.3 コード設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.4 データサービスを活用した設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.1 開発環境構築計画の立案
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.2 開発環境の構築と維持
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.1 ソフトウェアコンポーネント設計（機能分割・構造化）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.2 入出力詳細設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.3 データサービスの活用
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.1 プログラム構造設計（モジュール分割・モジュール設計）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.2 単体テスト仕様作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.3 プログラミング
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.4 単体テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.1 結合テスト仕様作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.2 ソフトウェア結合
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.3 結合テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.1 システム適格性確認テスト計画の作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.2 システム適格性確認テストの準備
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.3 システム適格性確認テストの実施と評価
- - - - DV14 プロジェクトマネジメント DV14.5 プロジェクト個別の品質マネジメント DV14.5.2 テストのマネジメント
- - - - DV14 プロジェクトマネジメント DV14.5 プロジェクト個別の品質マネジメント DV14.5.3 品質分析・評価のマネジメント
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.1 利用者向けサービス運用管理 US04.1.1 キャンペーン管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.1 利用者向けサービス運用管理 US04.1.2 メール配信管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.1 Webコンテンツの運用管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.2 Webコンテンツの制作と更新
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.3 Webマーケティング施策の支援
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.4 Webコンテンツ技術サポート
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.5 携帯・スマートフォンサイトの運用
- - - - EV01 システム評価・改善 EV01.3 Webサイトの評価 EV01.3.1 Webサイトの評価
- - - - EV02 IT戦略評価・改善 EV02.1 IT戦略の評価 EV02.1.1 事業部門のIT化計画の評価
- - - - EV03 IT製品・サービス戦略評価・改善 EV03.1 IT製品・サービス戦略の評価 EV03.1.1 販売実績に基づく評価
- - - - EV03 IT製品・サービス戦略評価・改善 EV03.1 IT製品・サービス戦略の評価 EV03.1.2 調査・分析に基づく評価
- - - - EV05 事業戦略評価・改善 EV05.1 事業戦略の評価 EV05.1.1 事業計画のモニタリング
- - - - EV05 事業戦略評価・改善 EV05.1 事業戦略の評価 EV05.1.2 事業戦略評価報告の作成
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.1 品質管理のコントロール MC04.1. 品質マネジメントシステムの運用
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.1 品質管理のコントロール MC04.1. 品質の測定、モニタリングおよび改善
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.2 組織全体の品質マネジメント MC04.2. 検査のマネジメント
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タスク
大分類
コード

タスク大分類
タスク
中分類
コード

タスク中分類
タスク
小分類
コード

タスク小分類
評価項目
コード

評価項目

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.1 機能要件と非機能要件の定義 DV08.1.1.1 Webサイト共通の情報やコンテンツを管理する機能の要件を洗い出す

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.1 機能要件と非機能要件の定義 DV08.1.1.2 コンテンツの管理者とコンテンツ公開フローにおける登場人物を検討し、ワークフローのパターンを確定する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.1 機能要件と非機能要件の定義 DV08.1.1.3 フォームや検索等のWebサイトに必要な機能要件を決定する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.1 機能要件と非機能要件の定義 DV08.1.1.4 想定するアクセス数、イベント規模、扱うデータの種類から、Webサイトに対する非機能要件およびセキュリティ要件とレベルを特定する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.2 Webコンテンツの要件定義 DV08.1.2.1 Webサイトで利用するコンテンツの共通項目を整理し、表示形態を洗い出して、サイトのコンポーネントを作成する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.2 Webコンテンツの要件定義 DV08.1.2.2 コンテンツが持つべき要素と設定規則を定める

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.2 Webコンテンツの要件定義 DV08.1.2.3 コンポーネントを組合せて基本テンプレートを定め、Webコンテンツの構造をテンプレートに基づいて定義できることを検証する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.2 Webコンテンツの要件定義 DV08.1.2.4 閲覧に利用する端末を想定して、基本テンプレートの表示サイズ（マルチレゾリューション対応等）を決定する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.3 Webサイトの要件定義 DV08.1.3.1 共通で利用するコンテンツ（ヘッダー、申し込みフォーム、ニュースの一覧表示、グローバルやローカルメニュー、パンくずナビゲーション等）をコンポーネント化する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.3 Webサイトの要件定義 DV08.1.3.2 ユーザシナリオに基づく導線を定める

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.3 Webサイトの要件定義 DV08.1.3.3 導線毎にページを制作し、追加で必要となるコンポーネントを洗い出す

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.4 プロトタイプの作成 DV08.1.4.1 Webサイト案に基本テンプレートを搭載したプロトタイプを作成する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.4 プロトタイプの作成 DV08.1.4.2 コンテンツ制作者、Webサイト設計者の両面からプロトタイプを評価し、設計思想が反映されているか評価する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.4 プロトタイプの作成 DV08.1.4.3 プロトタイプを通じてユーザによる要求の充足度と課題を明らかにする

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価 DV08.1.5.1 システム要件およびシステム方式設計への追跡可能性を評価する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価 DV08.1.5.2 システム要件との外部一貫性を評価する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価 DV08.1.5.3 ソフトウェア要件の内部一貫性およびテスト可能性を評価する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価 DV08.1.5.4 ソフトウェア方式設計の実現可能性を評価する

DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価 DV08.1.5.5 運用および保守の実現可能性を評価する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.1 ソフトウェアコンポーネントの方式設計 DV08.2.1.1 ソフトウェア要件定義で定義されたビジネスプロセスをコンポーネントに分割する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.1 ソフトウェアコンポーネントの方式設計 DV08.2.1.2 すべてのソフトウェア要件が分割されたコンポーネントのいずれかに割り当てられることを確認する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.1 ソフトウェアコンポーネントの方式設計 DV08.2.1.3 分割されたコンポーネント毎に実現方式を設計する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.2 論理データベース設計（論理データモデルの作成） DV08.2.2.1 洗い出したWebコンテンツから項目レベルでデータを捕捉し、整理する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.2 論理データベース設計（論理データモデルの作成） DV08.2.2.2 整理されたデータ項目とWebコンテンツにおけるデータの生成特性を踏まえて詳細なER図（論理データモデル）を作成する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.2 論理データベース設計（論理データモデルの作成） DV08.2.2.3 ビジネスルールと論理データモデルを照らし合わせて、モデルの整合性や安定性を検証する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.2 論理データベース設計（論理データモデルの作成） DV08.2.2.4 システムの処理とデータとの関連をCRUD図にまとめ、構造面からボトルネックを検証する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.3 コード設計 DV08.2.3.1 コード化の対象とするデータを選定する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.3 コード設計 DV08.2.3.2 コード化する目的と利用範囲を明らかにする

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.3 コード設計 DV08.2.3.3 データ量や管理のしやすさを想定した上でコードを決定する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.3 コード設計 DV08.2.3.4 コード体系を決定し、コード表を作成する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.4 データサービスを活用した設計 DV08.2.4.1 各種データ提供者の提供する外部データの適合性を検討する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.4 データサービスを活用した設計 DV08.2.4.2 外部データサービスとの連携方式およびデータ構造、インタフェースの標準化と共有化を検討する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.4 データサービスを活用した設計 DV08.2.4.3 外部データサービスと連携するプログラムおよびモジュールの共有化を検討する

DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.4 データサービスを活用した設計 DV08.2.4.4 検討結果をもとにデータサービスを活用した方式設計を行う

DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.1 開発環境構築計画の立案 DV08.3.1.1 稼働予定の環境との同一性や類似性、開発独自の要求等を踏まえて開発環境要件としてまとめる

DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.1 開発環境構築計画の立案 DV08.3.1.2 開発スケジュール（時期、利用リソース）との整合性や費用等の制約に基づき、開発環境の構築計画を作成する

DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.1 開発環境構築計画の立案 DV08.3.1.3 開発するソフトウェアの構成管理、セキュリティ、開発およびリリースに関するルール設定等のリスク要件を意識した構築計画を作成する

DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.2 開発環境の構築と維持 DV08.3.2.1 開発環境の構築計画に基づき、必要なリソースを調達して環境を構築する

DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.2 開発環境の構築と維持 DV08.3.2.2 開発環境の利用時から利用完了まで、必要な環境を維持できるように、リソースの確保と保守を実施する

DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.2 開発環境の構築と維持 DV08.3.2.3 スケジュールや仕様の変更、稼働環境条件の変更等が発生した場合は、速やかに開発環境や計画への影響を検証し、対処する
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中分類
コード

タスク中分類
タスク
小分類
コード

タスク小分類

- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.1 システム適格性確認テスト計画の作成
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.2 システムテストの準備
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.8 システム適格性確認テスト DV07.8.3 システム適格性確認テストの実施と評価
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.9 安全性テスト DV07.9.1 安全性テストの準備
- - - - DV07 組込みソフトウェア開発 DV07.9 安全性テスト DV07.9.2 安全性テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.1 機能要件と非機能要件の定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.2 Webコンテンツの要件定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.3 Webサイトの要件定義
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.4 プロトタイプの作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.1 ソフトウェア要件定義 DV08.1.5 ソフトウェア要件の評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.1 ソフトウェアコンポーネントの方式設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.2 論理データベース設計（論理データモデルの作成）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.3 コード設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.2 ソフトウェア方式設計 DV08.2.4 データサービスを活用した設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.1 開発環境構築計画の立案
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.3 開発環境構築 DV08.3.2 開発環境の構築と維持
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.1 ソフトウェアコンポーネント設計（機能分割・構造化）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.2 入出力詳細設計
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.4 ソフトウェア詳細設計 DV08.4.3 データサービスの活用
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.1 プログラム構造設計（モジュール分割・モジュール設計）
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.2 単体テスト仕様作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.3 プログラミング
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.5 ソフトウェアコード作成・単体テスト DV08.5.4 単体テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.1 結合テスト仕様作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.2 ソフトウェア結合
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.6 ソフトウェア結合テスト DV08.6.3 結合テストの実施と評価
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.1 システム適格性確認テスト計画の作成
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.2 システム適格性確認テストの準備
- - - - DV08 Webサイト開発 DV08.7 システム適格性確認テスト DV08.7.3 システム適格性確認テストの実施と評価
- - - - DV14 プロジェクトマネジメント DV14.5 プロジェクト個別の品質マネジメント DV14.5.2 テストのマネジメント
- - - - DV14 プロジェクトマネジメント DV14.5 プロジェクト個別の品質マネジメント DV14.5.3 品質分析・評価のマネジメント
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.1 利用者向けサービス運用管理 US04.1.1 キャンペーン管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.1 利用者向けサービス運用管理 US04.1.2 メール配信管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.1 Webコンテンツの運用管理
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.2 Webコンテンツの制作と更新
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.3 Webマーケティング施策の支援
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.4 Webコンテンツ技術サポート
- - - - US04 Webサイト運用管理 US04.2 Webサービス運用管理 US04.2.5 携帯・スマートフォンサイトの運用
- - - - EV01 システム評価・改善 EV01.3 Webサイトの評価 EV01.3.1 Webサイトの評価
- - - - EV02 IT戦略評価・改善 EV02.1 IT戦略の評価 EV02.1.1 事業部門のIT化計画の評価
- - - - EV03 IT製品・サービス戦略評価・改善 EV03.1 IT製品・サービス戦略の評価 EV03.1.1 販売実績に基づく評価
- - - - EV03 IT製品・サービス戦略評価・改善 EV03.1 IT製品・サービス戦略の評価 EV03.1.2 調査・分析に基づく評価
- - - - EV05 事業戦略評価・改善 EV05.1 事業戦略の評価 EV05.1.1 事業計画のモニタリング
- - - - EV05 事業戦略評価・改善 EV05.1 事業戦略の評価 EV05.1.2 事業戦略評価報告の作成
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.1 品質管理のコントロール MC04.1. 品質マネジメントシステムの運用
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.1 品質管理のコントロール MC04.1. 品質の測定、モニタリングおよび改善
- - - - MC04 品質マネジメント MC04.2 組織全体の品質マネジメント MC04.2. 検査のマネジメント
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④ 必要スキルの設定 

③を通じて改訂した自タスクの遂行に必要なスキルを、スキルディクショナリから選定し設定する。

（図 補足 1-5） 

 

 

図 補足 1-5 スキル項目の取得 
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DV07.9.1 組込みソフトウェア開発 安全性テスト 安全性テストの準備 ◎ ◎

DV07.9.2 組込みソフトウェア開発 安全性テスト 安全性テストの実施と評価 ◎ ◎

DV08.1.1 Webサイト開発 ソフトウェア要件定義 機能要件と非機能要件の定義 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.1.2 Webサイト開発 ソフトウェア要件定義 Webコンテンツの要件定義 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.1.3 Webサイト開発 ソフトウェア要件定義 Webサイトの要件定義 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.1.4 Webサイト開発 ソフトウェア要件定義 プロトタイプの作成 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.1.5 Webサイト開発 ソフトウェア要件定義 ソフトウェア要件の評価 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.2.1 Webサイト開発 ソフトウェア方式設計 ソフトウェアコンポーネントの方式設計 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.2.2 Webサイト開発 ソフトウェア方式設計
論理データベース設計（論理データモデルの
作成）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.2.3 Webサイト開発 ソフトウェア方式設計 コード設計 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.2.4 Webサイト開発 ソフトウェア方式設計 データサービスを活用した設計 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.3.1 Webサイト開発 開発環境構築 開発環境構築計画の立案 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.3.2 Webサイト開発 開発環境構築 開発環境の構築と維持 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.4.1 Webサイト開発 ソフトウェア詳細設計
ソフトウェアコンポーネント設計（機能分
割・構造化）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.4.2 Webサイト開発 ソフトウェア詳細設計 入出力詳細設計 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.4.3 Webサイト開発 ソフトウェア詳細設計 データサービスの活用 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.5.1 Webサイト開発 ソフトウェアコード作成・単体テスト
プログラム構造設計（モジュール分割・モ
ジュール設計）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.5.2 Webサイト開発 ソフトウェアコード作成・単体テスト 単体テスト仕様作成 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.5.3 Webサイト開発 ソフトウェアコード作成・単体テスト プログラミング ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

DV08.5.4 Webサイト開発 ソフトウェアコード作成・単体テスト 単体テストの実施と評価 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

表記説明

タスクディクショナリとスキルディクショナリの連係情報

タスク小分類とスキル項目の間に強い関係があるものに◎を記載

（テクノロジのIT基礎は、基本となるスキルのため除いている）

自タスク一覧

関連付け

スキルディクショナリ

タスク×スキル対応表

スキル項目の取得

スキル項目
コード

スキル
カテゴリ

スキル分類 スキル項目
知識項目
コード

知識項目

S210030050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの利用技術 インテリジェントシステム K006 高度な探索
S210030050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの利用技術 インテリジェントシステム K007 高度な知識表現と推論
S210030050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの利用技術 インテリジェントシステム K008 自然言語処理
S210030050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの利用技術 インテリジェントシステム K009 探索および制約充足
S210030050 テクノロジ （システム）　ソフトウェアの利用技術 インテリジェントシステム K010 知識表現および推論
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K001 ＤＮＳ汚染
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K002 ＤｏＳ（サービス妨害攻撃）
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K003 ＨＴＴＰプロトコル
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K004 ｎ層アーキテクチャ
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K005 ＷｅｂＡｃｃｅｓｓｉｂｉｌｉｔｙＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K006 Ｗｅｂサーバ
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K007 Ｗｅｂサイトの実装と統合
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K008 Ｗｅｂのインターフェース
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K009 Ｗｅｂのマークアップ言語と表示用言語
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K010 Ｗｅｂの設計パターン
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K011 Ｗｅｂビーコン
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K012 インターネット上の取引・決済における安全性－認証と安全な接続
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K013 インタフェース
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K014 ウイルス
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K015 キャプチャツール、オーサリングツール、プロダクションツール
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K016 クッキー
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K017 クライアントサイドのプログラミング
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K018 クライアントを介した攻撃（ゾンビやＤｏＳなど）
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K019 コピーライトとデジタルコンテンツの権利
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K020 サーバサイドのプログラミング
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K021 サーバを守る
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K022 ストリーミングメディア
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K023 スパイウェア
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K024 データベースの統合
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K025 デジタルデバイド
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K026 デジタルライブラリ
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K027 ナビゲーションスキーマ
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K028 フィッシング
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K029 プライバシー
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K030 プレゼンテーションの抽象化
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K031 ホストを守る
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K032 メディアのフォーマット
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K033 メディアの形式
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K034 ユーザのモデリング
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K035 ユーザビリティ
S210040010 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 Webシステムとその技術 K036 ユーザ主体の設計

S210040020 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 サーバ技術 K001 ＨＴＴＰサーバ、アプリケーションサーバ、負荷分散サーバ技術の
把握と活用

S210040030 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 インターネットアプリケーション基盤技術 K001 アプリケーションサーバーシステムの基本要求（スループット、耐
攻撃性、無停止運転、拡張性など）

S210040040 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 アプリケーションサービス K001 ＥＲＰ
S210040040 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 アプリケーションサービス K002 Ｗｅｂサーバー技術とセッション管理の方式
S210040040 テクノロジ （システム）　Webシステムの基礎技術 アプリケーションサービス K003 Ｗｅｂによるアプリケーションサービス
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